
JP 4740604 B2 2011.8.3

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくともセルロースアシレートとその光学的異方性を低下させる分子量が３０００以
下の化合物とを含有し、幅方向の音速ＶＴと長手方向の音速ＶＭとの比Ｒ（ＶＴ／ＶＭ）
が、１．０５～１．５０であり、かつ正面レターデーション値Ｒｅおよび膜厚方向のレタ
ーデーション値Ｒｔｈが、下記式（I）を満たすセルロースアシレートフィルムに、ポリ
マーフィルムを含有しＲｅ（６３０）が０～２００ｎｍでありかつ｜Ｒｔｈ（６３０）｜
が０～４００ｎｍである光学異方性層を積層したことを特徴とする光学補償フィルム。
　（I）０≦Ｒｅ(630)≦１０かつ｜Ｒｔｈ(630)｜≦２５
［式中、Ｒｅ(λ)は波長λｎｍにおける正面レターデーション値（単位：ｎｍ）、Ｒｔｈ
(λ)は波長λｎｍにおける膜厚方向のレターデーション値（単位：ｎｍ）である。］
【請求項２】
　前記セルロースアシレートフィルムの幅方向の引張弾性率が２４０～６００ｋｇｆ／ｍ
ｍ2（２．３５ＧＰａ～５．８８ＧＰａ）であり、長手方向の引張弾性率が２３０～４８
０ｋｇｆ／ｍｍ2（２．２５ＧＰａ～４．７０ＧＰａ）であり、前記幅方向と前記長手方
向の引張弾性率の比が、前者／後者として１．１５～１．８０であることを特徴とする請
求項１に記載の光学補償フィルム。
【請求項３】
　前記セルロースアシレートフィルムの少なくとも一方の面の表面エネルギーが５０ｍＮ
／ｍ以上８０ｍＮ／ｍ以下であることを特徴とする請求項１または２に記載の光学補償フ
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ィルム。
【請求項４】
　前記セルロースアシレートフィルムの少なくとも一方の面が表面処理された面であり、
該表面処理された面の表面処理前の表面エネルギーが３０ｍＮ／ｍ以上５０ｍＮ／ｍ以下
であって、かつ表面処理後の表面エネルギーが５０ｍＮ／ｍ以上８０ｍＮ／ｍ以下である
ことを特徴とする請求項３に記載の光学補償フィルム。
【請求項５】
　前記セルロースアシレートフィルムの正面レターデーション値Ｒｅおよび膜厚方向のレ
ターデーション値Ｒｔｈが、下記式（II）を満たすことを特徴とする請求項１～４のいず
れか１項に記載の光学補償フィルム。
（II）｜Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700)｜≦１０かつ｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜≦３５
［式中、Ｒｅ(λ)は波長λｎｍにおける正面レターデーション値（単位：ｎｍ）、Ｒｔｈ
(λ)は波長λｎｍにおける膜厚方向のレターデーション値（単位：ｎｍ）である。］
【請求項６】
　前記セルロースアシレートのアシル置換基がアセチル基のみからなり、その置換度が２
．８０～２．９９であり、かつ前記セルロースアシレートの平均重合度が１８０～５５０
であることを特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の光学補償フィルム。
【請求項７】
　前記セルロースアシレートのアシレート基がアセチレート、プロピオネートまたはブチ
レートのうちの少なくとも１つ以上からなり、置換度が２．５０～３．００であることを
特徴とする請求項１～５のいずれか１項に記載の光学補償フィルム。
【請求項８】
　前記セルロースアシレートフィルムの光弾性係数が、２５×１０-13ｃｍ2/ｄｙｎｅ（
２．５×１０-13Ｎ／ｍ２）以下であることを特徴とする請求項１～７のいずれか１項に
記載の光学補償フィルム。
【請求項９】
　前記光学補償フィルムが、溶媒に溶解させて液状化したポリマーをセルロースアシレー
トフィルム上に展開し、得られた積層体を伸張処理を施して面内でポリマー分子を配向さ
せて得られたものであることを特徴とする請求項１～８のいずれか１項に記載の光学補償
フィルム。
【請求項１０】
　前記ポリマーフィルムにおけるポリマーが、ポリアミド、ポリイミド、ポリエステル、
ポリエーテルケトン、ポリアリールエーテルケトン、ポリアミドイミドまたはポリエステ
ルイミドであることを特徴とする請求項１～９のいずれか１項に記載の光学補償フィルム
。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の光学補償フィルムを製造する方法であって、前
記セルロースアシレートフィルムを幅方向に延伸する工程を有することを特徴とする前記
製造方法。
【請求項１２】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の光学補償フィルムを製造する方法であって、前
記セルロースアシレートフィルム上に、溶媒に溶解させて液状化したポリマーを展開し、
得られた積層体を幅方向に延伸する工程を有することを特徴とする前記製造方法。
【請求項１３】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の光学補償フィルムを製造する方法であって、前
記セルロースアシレートフィルム上に、溶媒に溶解させて液状化したポリマーを、共流延
法により積層し、得られた積層体を前記フィルムの幅方向に延伸する工程を有することを
特徴とする前記製造方法。
【請求項１４】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の光学補償フィルムを少なくとも１枚、偏光膜の
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保護フィルムとして使用したことを特徴とする偏光板。
【請求項１５】
　表面にハードコート層、防眩層または反射防止層の少なくとも一層を設けたことを特徴
とする請求項１４に記載の偏光板。
【請求項１６】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の光学補償フィルム、あるいは請求項１４または
１５に記載の偏光板を備えてなることを特徴とする液晶表示装置。
【請求項１７】
　前記液晶表示装置が、ＶＡまたはＩＰＳモードであることを特徴とする請求項１６に記
載の液晶表示装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は液晶表示装置に有用な光学補償フィルム、その製造方法、偏光板および液晶表
示装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、セルロースアシレートフィルムはその強靭性と難燃性から写真用支持体や各種光
学材料に用いられてきた。特に、近年は液晶表示装置用の光学透明フィルムとして多く用
いられている。セルロースアシレートフィルムは、光学的に透明性が高いことと、光学的
に等方性が高いことから、液晶表示装置のように偏光を取り扱う装置のための光学材料と
して優れており、これまで偏光膜の保護フィルムや、斜め方向からの見た表示を良化（視
野角補償）できる光学補償フィルムの支持体として用いられてきた。
【０００３】
　液晶表示装置に用いられる偏光板は、偏光膜の少なくとも片側に偏光膜の保護フィルム
が貼合されたものである。一般的な偏光膜は、延伸されたポリビニルアルコール（ＰＶＡ
）系フィルムをヨウ素または二色性色素で染色することにより得られる。この偏光膜の保
護フィルムは、光学的等方性に優れることが重要であり、偏光膜の保護フィルムの光学特
性が偏光板の特性を大きく左右する。そのため、多くの場合、偏光膜の保護フィルムとし
てはＰＶＡに対して直接貼り合わせることができる、セルロースアシレートフィルム、な
かでもトリアセチルセルロースフィルムが用いられている。
　偏光膜に保護フィルムを貼り合わせる前には、偏光膜との接着性を良化させる目的で、
保護フィルムの貼り合せ面に対し親水化処理等の表面処理を行うことがある。親水化処理
としては、一般的にアルカリケン化処理が用いられることが多く、その他の方法としては
、プラズマ処理、コロナ処理等による方法も提案されている（例えば特許文献１、特許文
献２）。
【０００４】
　一方、最近の液晶表示装置においては、視野角特性の改善がより強く要求されるように
なっており、偏光膜の保護フィルムや光学補償フィルムの支持体などの光学透明フィルム
は、より光学的に等方性であることが求められている。光学的に等方性であるとは、すな
わち光学フィルムの複屈折率と厚みとの積で表されるレターデーション値が小さいことで
ある。とりわけ、斜め方向からの表示良化のためには、正面レターデーション（Ｒｅ）だ
けでなく、膜厚方向のレターデーション（Ｒｔｈ）を小さくする必要がある。具体的には
光学透明フィルムの光学特性を評価した際に、フィルム正面から測定したＲｅが小さく、
角度を変えて測定してもそのレターデーションが変化しないことが要求される。
【０００５】
　これまでに、正面レターデーションＲｅを小さくしたセルロースアシレートフィルムは
あったが、角度によるＲｅ変化が小さい、すなわちＲｔｈが小さいセルロースアシレート
フィルムは作製が難しかった。そこでセルロースアシレートフィルムの代わりにポリカー
ボネート系フィルムや熱可塑性シクロオレフィンフィルムを用いて、レターデーションの
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角度変化の小さい光学透明フィルムの提案がされている（例えば、特許文献３，４、製品
としてはＺＥＯＮＯＲ（日本ゼオン社製）や、ＡＲＴＯＮ（ＪＳＲ社製）など）。しかし
、これらの光学透明フィルムは、偏光膜の保護フィルムとして使用する場合、フィルムが
疎水的なためにＰＶＡとの貼合性に問題がある。またフィルム面内全体の光学特性が不均
一である問題も残っている。この解決法として、より光学的異方性を低下させることが有
効である。
【０００６】
　セルロースアシレートフィルムの製造において、一般的に製膜性能を良化するため可塑
剤と呼ばれる化合物が添加される。可塑剤の種類としては、リン酸トリフェニル、リン酸
ビフェニルジフェニルのようなリン酸トリエステル、フタル酸エステル類等が知られてい
る（例えば、非特許文献１参照）。これら可塑剤の中には、セルロースアシレートフィル
ムの光学的異方性を低下させる効果を有するものが知られており、例えば、特定の脂肪酸
エステル類が開示されている（例えば、特許文献５参照）。しかしながら、従来知られて
いるこれらの化合物を用いたセルロースアシレートフィルムの光学的異方性を低下させる
効果は十分とはいえない。
【０００７】
　また液晶表示装置に使用される二軸性の光学補償フィルムの作成法として、高分子ポリ
マーを主成分とする薄層を支持体上に設置した後、伸張処理または収縮処理の一方または
両方を施して面内で高分子ポリマーを配向させることで、所望のレターデーションの光学
フィルムを作成する方式が提案されている（特許文献６～９参照）。この方式の場合には
支持体として伸張処理または収縮処理後にもＲｅ、Ｒｔｈが小さいことが求められている
が、従来提案されている支持体は伸張処理や収縮処理後のレターデーションが大きかった
り、または得られた光学補償フィルムを保護フィルムとする偏光板を作成した場合の貼合
性や耐久性に問題があった。
【０００８】
【特許文献１】特開２００２－３２８２２４号公報
【特許文献２】特開２０００－３５６７１４号公報
【特許文献３】特開２００１－３１８２３３号公報
【特許文献４】特開２００２－３２８２３３号公報
【特許文献５】特開２００１－２４７７１７号公報
【特許文献６】特開２００３－３１５５４１号公報
【特許文献７】特開２００１－３４４８５６号公報
【特許文献８】特開２００４－４６０９７号公報
【特許文献９】特開２００４－７８２０３号公報
【非特許文献１】プラスチック材料講座、第１７巻、日刊工業新聞社、「繊維素系樹脂」
、１２１頁（昭和４５年）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　上記の課題を解決するために、伸張処理または収縮処理後の光学的異方性が低いフィル
ムが要求されている。具体的には、伸張処理または収縮処理後のセルロースアシレートフ
ィルムの正面レターデーションＲｅをほぼゼロとし、またレターデーションの角度変化も
小さい、すなわち膜厚方向のレターデーションＲｔｈもほぼゼロとした、光学的に等方性
である光学透明フィルムであるとともに、更にＰＶＡへの貼合適正を付与することが強く
望まれている。
　また、最近の液晶表示装置においては、表示色味の改善も要求されるようになっている
。そのため偏光膜の保護フィルムや光学補償フィルムの支持体などの光学透明フィルムは
、波長４００～８００ｎｍの可視領域でＲｅやＲｔｈを小さくするだけでなく、波長によ
るＲｅやＲｔｈの変化、すなわち波長分散を小さくする必要がある。
　また、さらなる課題としては、これらの視野角特性や視認性を改善した高機能の高分子
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フィルムを用いた光学補償フィルムや偏光板を生産性良く低コストで提供できることが望
まれる。具体的には、たとえば上記文献６～９に記載されている光学補償フィルムの生産
方法としては、バッチ式またはロール式（ロールｔｏロール）による伸張処理または収縮
処理を行うことが考えられるが、生産性の観点からロール式で偏光板まで作成できること
が、より求められている。
【００１０】
　本発明の目的は、光学的異方性が小さく実質的に光学的等方性であり、光学特性が均質
でムラが無く、好ましくは光学的異方性の波長分散が小さく、更に液晶表示装置等の画像
表示装置に好適に使用できるように貼合性が制御された高分子フィルムを提供することで
ある。
　本発明の他の目的は、前記高分子フィルムを用いた光学補償フィルム、視野角特性に優
れた偏光板、前記偏光板を用いた液晶表示装置を提供することである。
　また本発明の他の目的は、前記高分子フィルムおよび光学補償フィルムの製造方法を提
供することである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明者らは鋭意検討の結果、幅方向の音速ＶＴと長手方向の音速ＶＭとの比Ｒ（ＶＴ
／ＶＭ）が特定の値であって、正面レターデーションＲｅおよび膜厚方向のレターデーシ
ョンＲｔｈを極力低下させた高分子フィルムが、前記課題を解決できることを見出した。
また、幅方向および長手方向の引張弾性率とその比を規定するとともに、正面レターデー
ションＲｅおよび膜厚方向のレターデーションＲｔｈを極力低下させた高分子フィルムが
、前記課題を解決できることを見出した。
【００１２】
　本発明の高分子フィルムは、幅方向の音速ＶＴと長手方向の音速ＶＭとの比Ｒ（ＶＴ／
ＶＭ）が、１．０５～１．５０であり、好ましくは１．０６～１．４５、さらに好ましく
は１．０７～１．４０である。
　また本発明の高分子フィルムは、幅方向の引張弾性率が２４０～６００ｋｇｆ／ｍｍ2 
（２．３５ＧＰａ～５．８８ＧＰａ）、好ましくは２５０～５８０ｋｇｆ／ｍｍ2 （２．
４５ＧＰａ～５．６８ＧＰａ）であり、長手方向の引張弾性率が２３０～４８０ｋｇｆ／
ｍｍ2 （２．２５ＧＰａ～４．７０ＧＰａ）であり、好ましくは２４０～４７０ｋｇｆ／
ｍｍ2 （２．３５ＧＰａ～４．６１ＧＰａ）であり、前記幅方向と前記長手方向の引張弾
性率の比が、前者／後者として１．１５～１．８０であり、好ましくは１．１６～１．６
０である。
　また本発明において、光学的異方性（Ｒｅ、Ｒｔｈ）が小さい高分子フィルムとしては
、波長６３０ｎｍにおける正面レターデーションＲｅ(630)が１０ｎｍ以下（０≦Ｒｅ(63
0)≦１０）でかつ、膜厚方向のレターデーションＲｔｈ(630)の絶対値が２５ｎｍ以下（
｜Ｒｔｈ(630)｜≦２５ｎｍ）である。さらにのぞましくは、０≦Ｒｅ(630)≦５かつ｜Ｒ
ｔｈ(630)｜≦２０ｎｍであり、０≦Ｒｅ(630)≦２かつ｜Ｒｔｈ(630)｜≦１５ｎｍであ
ることが特にのぞましい。
　高分子フィルムの音速、引張弾性率および光学的異方性が上記の範囲内でない場合には
、たとえば偏光板用保護フィルムとして使用した場合にクロスニコル偏光板での遮光時の
光漏れが垂直方向、または斜め方向に発生してしまい、液晶パネルで使用する偏光板用の
保護フィルムとして使用した場合に液晶パネルでの光漏れを発生させてしまう。
【００１３】
　また、高分子フィルムの表面エネルギーを制御することで、他の部材（例えば偏光膜）
との貼り合せ性（貼合性）を改善できることを見出した。
【００１４】
　さらに、本発明者らが鋭意検討した結果、例えば波長２００～４００ｎｍの紫外領域に
吸収を持つ化合物を使用することにより高分子フィルムの経時後の着色を防止することが
でき、また高分子フィルムの波長分散を制御でき、波長４００ｎｍと７００ｎｍでのＲｅ
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、Ｒｔｈの差の絶対値、すなわち｜Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700)｜および｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔ
ｈ(700)｜を小さくすることができた。
　本発明において、前記Ｒｅ、Ｒｔｈの差の絶対値は、｜Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700)｜≦１０
かつ｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜≦３５であることがのぞましい。さらにのぞましくは
、｜Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700)｜≦５かつ｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜≦２５であり、｜Ｒ
ｅ(400)－Ｒｅ(700)｜≦３かつ｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜≦１５であることが特にの
ぞましい。
　また、高分子フィルムとしてセルロースアシレートフィルムを採用する場合、実際にセ
ルロースアシレートフィルムの作製にあたってこれらの化合物がセルロースアシレートと
よく相溶し、フィルムが白濁したりすることなく、フィルムの物理的強度も十分であるこ
とも確認できた。
【００１５】
　また本発明者らは、鋭意検討した結果、高分子フィルムとしてセルロースアシレートフ
ィルムを採用する場合、セルロースアシレートのアシル置換度が高いものであっても、上
記課題を解決できることを見出した。
【００１６】
　さらに本発明者らは、本発明の高分子フィルム上に光学的異方性層を付設することによ
り、視野角特性に優れた光学補償フィルムを提供できることを見出した。また本発明の高
分子フィルムおよび光学補償フィルムは、偏光板、液晶表示装置に有用であることも見出
した。
　すなわち、本発明は以下の通りである。
【００１７】
　１）少なくともセルロースアシレートとその光学的異方性を低下させる分子量が３００
０以下の化合物とを含有し、幅方向の音速ＶＴと長手方向の音速ＶＭとの比Ｒ（ＶＴ／Ｖ
Ｍ）が、１．０５～１．５０であり、かつ正面レターデーション値Ｒｅおよび膜厚方向の
レターデーション値Ｒｔｈが、下記式（I）を満たすセルロースアシレートフィルムに、
ポリマーフィルムを含有しＲｅ（６３０）が０～２００ｎｍでありかつ｜Ｒｔｈ（６３０
）｜が０～４００ｎｍである光学異方性層を積層したことを特徴とする光学補償フィルム
。
　（I）０≦Ｒｅ(630)≦１０かつ｜Ｒｔｈ(630)｜≦２５
［式中、Ｒｅ(λ)は波長λｎｍにおける正面レターデーション値（単位：ｎｍ）、Ｒｔｈ
(λ)は波長λｎｍにおける膜厚方向のレターデーション値（単位：ｎｍ）である。］
　２）前記セルロースアシレートフィルムの幅方向の引張弾性率が２４０～６００ｋｇｆ
／ｍｍ2（２．３５ＧＰａ～５．８８ＧＰａ）であり、長手方向の引張弾性率が２３０～
４８０ｋｇｆ／ｍｍ2（２．２５ＧＰａ～４．７０ＧＰａ）であり、前記幅方向と前記長
手方向の引張弾性率の比が、前者／後者として１．１５～１．８０であることを特徴とす
る上記１）に記載の光学補償フィルム。
　３）前記セルロースアシレートフィルムの少なくとも一方の面の表面エネルギーが５０
ｍＮ／ｍ以上８０ｍＮ／ｍ以下であることを特徴とする上記１）または２）に記載の光学
補償フィルム。
　４）前記セルロースアシレートフィルムの少なくとも一方の面が表面処理された面であ
り、該表面処理された面の表面処理前の表面エネルギーが３０ｍＮ／ｍ以上５０ｍＮ／ｍ
以下であって、かつ表面処理後の表面エネルギーが５０ｍＮ／ｍ以上８０ｍＮ／ｍ以下で
あることを特徴とする上記３）に記載の光学補償フィルム。
　５）前記セルロースアシレートフィルムの正面レターデーション値Ｒｅおよび膜厚方向
のレターデーション値Ｒｔｈが、下記式（II）を満たすことを特徴とする上記１）～４）
のいずれか１項に記載の光学補償フィルム。
（II）｜Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700)｜≦１０かつ｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜≦３５
［式中、Ｒｅ(λ)は波長λｎｍにおける正面レターデーション値（単位：ｎｍ）、Ｒｔｈ
(λ)は波長λｎｍにおける膜厚方向のレターデーション値（単位：ｎｍ）である。］
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　６）前記セルロースアシレートのアシル置換基がアセチル基のみからなり、その置換度
が２．８０～２．９９であり、かつ前記セルロースアシレートの平均重合度が１８０～５
５０であることを特徴とする上記１）～５）のいずれか１項に記載の光学補償フィルム。
　７）前記セルロースアシレートのアシレート基がアセチレート、プロピオネートまたは
ブチレートのうちの少なくとも１つ以上からなり、置換度が２．５０～３．００であるこ
とを特徴とする上記１）～５）のいずれか１項に記載の光学補償フィルム。
　８）前記セルロースアシレートフィルムの光弾性係数が、２５×１０-13ｃｍ2/ｄｙｎ
ｅ（２．５×１０-13Ｎ／ｍ２）以下であることを特徴とする上記１）～７）のいずれか
１項に記載の光学補償フィルム。
　９）前記光学補償フィルムが、溶媒に溶解させて液状化したポリマーをセルロースアシ
レートフィルム上に展開し、得られた積層体を伸張処理を施して面内でポリマー分子を配
向させて得られたものであることを特徴とする上記１）～８）のいずれか１項に記載の光
学補償フィルム。
　１０）前記ポリマーフィルムにおけるポリマーが、ポリアミド、ポリイミド、ポリエス
テル、ポリエーテルケトン、ポリアリールエーテルケトン、ポリアミドイミドまたはポリ
エステルイミドであることを特徴とする上記１）～９）のいずれか１項に記載の光学補償
フィルム。
　１１）上記１）～１０）のいずれか１項に記載の光学補償フィルムを製造する方法であ
って、前記セルロースアシレートフィルムを幅方向に延伸する工程を有することを特徴と
する前記製造方法。
　１２）上記１）～１０）のいずれか１項に記載の光学補償フィルムを製造する方法であ
って、前記セルロースアシレートフィルム上に、溶媒に溶解させて液状化したポリマーを
展開し、得られた積層体を幅方向に延伸する工程を有することを特徴とする前記製造方法
。
　１３）上記１）～１０）のいずれか１項に記載の光学補償フィルムを製造する方法であ
って、前記セルロースアシレートフィルム上に、溶媒に溶解させて液状化したポリマーを
、共流延法により積層し、得られた積層体を前記フィルムの幅方向に延伸する工程を有す
ることを特徴とする前記製造方法。
　１４）上記１）～１０）のいずれか１項に記載の光学補償フィルムを少なくとも１枚、
偏光膜の保護フィルムとして使用したことを特徴とする偏光板。
　１５）表面にハードコート層、防眩層または反射防止層の少なくとも一層を設けたこと
を特徴とする上記１４）に記載の偏光板。
　１６）上記１）～１０）のいずれか１項に記載の光学補償フィルム、あるいは上記１４
）または１５）に記載の偏光板を備えてなることを特徴とする液晶表示装置。
　１７）前記液晶表示装置が、ＶＡまたはＩＰＳモードであることを特徴とする上記１６
）に記載の液晶表示装置。
　なお、本発明は上記１）～１７）に記載された、特定のセルロースアシレートフィルム
に特定の光学異方性層を積層した光学補償フィルム、その製造方法、その光学補償フィル
ムを用いた偏光板および液晶表示装置であるが、参考のため、明細書中にはその他の事項
についても記載してある。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、光学的異方性が小さく実質的に光学的等方性であり、光学特性が均質
でムラが無い高分子フィルムを用いた、液晶表示装置等の画像表示装置に好適な光学補償
フィルムおよびその製造方法、視野角特性に優れた偏光板、前記偏光板を用いた液晶表示
装置を提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
　以下に本発明の高分子フィルムの詳細を説明する。
【００２２】
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［高分子フィルムの材質］
　本発明の高分子フィルムを形成する材料としては、従来偏光板の透明保護フィルムとし
て用いられてきた、トリアセチルセルロースに代表される、セルロース系ポリマー（以下
、セルロースアシレートという）を好ましく用いることが出来る。以下にセルロースアシ
レートについて詳細を説明する。
【００２３】
　[セルロースアシレート原料綿] 
　本発明に用いられるセルロースアシレート原料のセルロースとしては、綿花リンタや木
材パルプ（広葉樹パルプ，針葉樹パルプ）などがあり、何れの原料セルロースから得られ
るセルロースアシレートでも使用でき、場合により混合して使用してもよい。これらの原
料セルロースについての詳細は、例えばプラスチック材料講座（１７）繊維素系樹脂（丸
澤、宇田著、日刊工業新聞社、１９７０年発行）や発明協会公開技報２００１－１７４５
（７頁～８頁）に記載されているが、本発明は、該記載に制限されるものではない。
【００２４】
　[セルロースアシレート置換度] 
　次に上述のセルロースを原料に製造される本発明のセルロースアシレートについて記載
する。本発明のセルロースアシレートはセルロースの水酸基がアシル化されたもので、そ
の置換基はアシル基の炭素原子数が２のアセチル基から炭素原子数が２２のものまでいず
れも用いることができる。本発明のセルロースアシレートにおいて、セルロースの水酸基
への置換度については特に限定されないが、セルロースの水酸基に置換する酢酸及び／又
は炭素原子数３～２２の脂肪酸の結合度を測定し、計算によって置換度を得ることができ
る。測定方法としては、ＡＳＴＭのＤ－８１７－９１に準じて実施することが出来る。
【００２５】
　上述のように本発明のセルロースアシレートにおいて、セルロースの水酸基への置換度
については特に限定されないが、セルロースの水酸基へのアシル置換度が２．５０～３．
００であることがのぞましい。さらには置換度が２．７５～３．００であることがのぞま
しく、２．８５～３．００であることがよりのぞましい。
【００２６】
　セルロースの水酸基に置換する酢酸及び／又は炭素原子数３～２２の脂肪酸のうち、炭
素数２～２２のアシル基としては、脂肪族基でも芳香族基でもよく特に限定されず、単一
でも２種類以上の混合物でもよい。それらは、例えばセルロースのアルキルカルボニルエ
ステル、アルケニルカルボニルエステルあるいは芳香族カルボニルエステル、芳香族アル
キルカルボニルエステルなどであり、それぞれさらに置換された基を有していてもよい。
これらの好ましいアシル基としては、アセチル、プロピオニル、ブタノイル、へプタノイ
ル、ヘキサノイル、オクタノイル、デカノイル、ドデカノイル、トリデカノイル、テトラ
デカノイル、ヘキサデカノイル、オクタデカノイル、iso－ブタノイル、ｔ－ブタノイル
、シクロヘキサンカルボニル、オレオイル、ベンゾイル、ナフチルカルボニル、シンナモ
イル基などを挙げることが出来る。これらの中でも、アセチル、プロピオニル、ブタノイ
ル、ドデカノイル、オクタデカノイル、ｔ－ブタノイル、オレオイル、ベンゾイル、ナフ
チルカルボニル、シンナモイルなどが好ましく、アセチル、プロピオニル、ブタノイルが
より好ましい。
【００２７】
　本発明者が鋭意検討した結果、上述のセルロースの水酸基に置換するアシル置換基のう
ちで、実質的にアセチル基／プロピオニル基／ブタノイル基の少なくとも２種類からなる
場合においては、その置換度が２.５０～３．００の場合にセルロースアシレートフィル
ムの光学異方性が低下できることがわかった。より好ましいアシル置換度は２．６０～３
．００であり、さらにのぞましくは２．６５～３．００である。また、セルロースの水酸
基に置換するアシル置換基がアセチル基のみからなる場合には、フィルムの光学異方性が
低下できる事に加え、更に添加剤との相溶性、使用する有機溶剤への溶解性の観点で置換
度が２．８０～２．９９であることが好ましく、２．８５～２．９５であることがより好
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ましい。
【００２８】
　[セルロースアシレートの重合度] 
　本発明で好ましく用いられるセルロースアシレートの重合度は、粘度平均重合度で１８
０～７００であり、セルロースアセテートにおいては、１８０～５５０がより好ましく、
１８０～４００が更に好ましく、１８０～３５０が特に好ましい。重合度が高すぎるとセ
ルロースアシレートのドープ溶液の粘度が高くなり、流延によりフィルム作製が困難にな
る。重合度が低すぎると作製したフィルムの強度が低下してしまう。平均重合度は、宇田
らの極限粘度法（宇田和夫、斉藤秀夫、繊維学会誌、第１８巻第１号、１０５～１２０頁
、１９６２年）により測定できる。特開平９－９５５３８号公報に詳細に記載されている
。
　また、本発明で好ましく用いられるセルロースアシレートの分子量分布はゲルパーミエ
ーションクロマトグラフィーによって評価され、その多分散性指数Ｍｗ／Ｍｎ（Ｍｗは質
量平均分子量、Ｍｎは数平均分子量）が小さく、分子量分布が狭いことが好ましい。具体
的なＭｗ／Ｍｎの値としては、１．０～３．０であることが好ましく、１．０～２．０で
あることがさらに好ましく、１．０～１．６であることが最も好ましい。
【００２９】
　低分子成分が除去されると、平均分子量（重合度）が高くなるが、粘度は通常のセルロ
ースアシレートよりも低くなるため有用である。低分子成分の少ないセルロースアシレー
トは、通常の方法で合成したセルロースアシレートから低分子成分を除去することにより
得ることができる。低分子成分の除去は、セルロースアシレートを適当な有機溶媒で洗浄
することにより実施できる。なお、低分子成分の少ないセルロースアシレートを製造する
場合、酢化反応における硫酸触媒量を、セルロース１００質量部に対して０．５～２５質
量部に調整することが好ましい。硫酸触媒の量を上記範囲にすると、分子量部分布の点で
も好ましい（分子量分布の均一な）セルロースアシレートを合成することができる。本発
明のセルロースアシレートの製造時に使用される際には、その含水率は２質量％以下であ
ることが好ましく、さらに好ましくは１質量％以下であり、特には０．７質量％以下であ
る。一般に、セルロースアシレートは、水を含有しており２．５～５質量％の含水率が知
られている。本発明でこのセルロースアシレートの含水率にするためには、乾燥すること
が必要であり、その方法は目的とする含水率になれば特に限定されない。本発明のこれら
のセルロースアシレートの合成方法は発明協会公開技報（公技番号２００１－１７４５、
２００１年３月１５日発行、発明協会）にて７頁～１２頁に詳細に記載されている。
【００３０】
　本発明のセルロースアシレートは置換基、置換度、重合度、分子量分布など前述した範
囲であれば、単一あるいは異なる２種類以上のセルロースアシレートを混合して用いるこ
とができる。
【００３１】
　[セルロースアシレートへの添加剤] 
　本発明のセルロースアシレートには、種々の添加剤（例えば、光学的異方性を低下する
化合物、波長分散調整剤、微粒子、可塑剤、紫外線防止剤、劣化防止剤、剥離剤、光学特
性調整剤など）を加えることができ、これらについて以下に説明する。またその添加する
時期はドープ作製工程（セルロースアシレート溶液の作製工程）における何れでも良いが
、ドープ作製工程の最後に添加剤を添加し調製する工程を行ってもよい。
　これらの添加剤の添加量を調整することにより、本発明の要件である、
　（Ｉ）０≦Ｒｅ(630)≦１０かつ｜Ｒｔｈ(630)｜≦２５
と、好ましい条件である、
　（II）｜Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700)｜≦１０かつ｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜≦３５
を満たすことができる。
　好ましくは、（Ｉ）０≦Ｒｅ(630)≦５かつ｜Ｒｔｈ(630)｜≦２０、さらに好ましくは
０≦Ｒｅ(630)≦２かつ｜Ｒｔｈ(630)｜≦１５である。また、好ましくは、（II）｜Ｒｅ
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(400)－Ｒｅ(700)｜≦５かつ｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜≦２５、さらに好ましくは｜
Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700)｜≦３かつ｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜≦１５である。
　なお式中、Ｒｅ(λ)は波長λｎｍにおける正面レターデーション値（単位：ｎｍ）、Ｒ
ｔｈ(λ)は波長λｎｍにおける膜厚方向のレターデーション値（単位：ｎｍ）である。
【００３２】
　本発明のセルロースアシレートフィルムの光学的異方性、とくにフィルム膜厚方向のレ
ターデーションＲｔｈを低下させる化合物を、下記式（ii）、（iii）をみたす範囲で少
なくとも一種含有することがのぞましい。
　　（ii）（Ｒｔｈ（Ａ）－Ｒｔｈ（０））／Ａ≦－１．０
　　（iii）０．０１≦Ａ≦３０
［式中、Ｒｔｈ（Ａ）はＲｔｈを低下させる化合物をＡ％含有したフィルムのＲｔｈ（ｎ
ｍ）、Ｒｔｈ（０）はＲｔｈを低下させる化合物を含有しないフィルムのＲｔｈ（ｎｍ）
、Ａはセルロースアシレートの質量を１００としたときの化合物の質量（％）である。］
　上記式（ii）、（iii）は
　　（ii）（Ｒｔｈ（Ａ）－Ｒｔｈ（０））／Ａ≦－２．０
　　（iii）０．０５≦Ａ≦２５
　であることがよりのぞましく、
　　（ii）（Ｒｔｈ（Ａ）－Ｒｔｈ（０））／Ａ≦－３．０
　　（iii）０．１≦Ａ≦２０
　であることがさらにのぞましい。
【００３３】
　[セルロースアシレートフィルムの光学的異方性を低下させる化合物の構造的特徴] 
　セルロースアシレートフィルムの光学的異方性を低下させる化合物について説明する。
本発明者らは、鋭意検討した結果、フィルム中のセルロースアシレートが面内および膜厚
方向に配向するのを抑制する化合物を用いて光学的異方性を十分に低下させ、Ｒｅおよび
Ｒｔｈがゼロに近くなるようにした。このためには光学的異方性を低下させる化合物はセ
ルロースアシレートに十分に相溶し、化合物自身が棒状の構造や平面性の構造を持たない
ことが有利である。具体的には芳香族基のような平面性の官能基を複数持っている場合、
それらの官能基を同一平面ではなく、非平面に持つような構造が有利である。
【００３４】
　（ｌｏｇＰ値）
　本発明のセルロースアシレートフィルムを作製するにあたっては、上述のようにフィル
ム中のセルロースアシレートが面内および膜厚方向に配向するのを抑制して光学的異方性
を低下させる化合物のうち、オクタノール－水分配係数（ｌｏｇＰ値）が０ないし７であ
る化合物が好ましい。ｌｏｇＰ値が７を超える化合物は、セルロースアシレートとの相溶
性に乏しく、フィルムの白濁や粉吹きを生じやすい。また、ｌｏｇＰ値が０よりも小さな
化合物は親水性が高いために、セルロースアセテートフィルムの耐水性を悪化させる場合
がある。ｌｏｇＰ値としてさらに好ましい範囲は１ないし６であり、特に好ましい範囲は
１．５ないし５である。
　オクタノール－水分配係数（ｌｏｇＰ値）の測定は、ＪＩＳ日本工業規格Ｚ７２６０－
１０７（２０００）に記載のフラスコ浸とう法により実施することができる。また、オク
タノール－水分配係数（ｌｏｇＰ値）は実測に代わって、計算化学的手法あるいは経験的
方法により見積もることも可能である。計算方法としては、Crippen's fragmentation法
（J.Chem.Inf.Comput.Sci.,27,21(1987).）、Viswanadhan's fragmentation法（J.Chem.I
nf.Comput.Sci.,29,163(1989).）、Broto's fragmentation法（Eur.J.Med.Chem.- Chim.T
heor.,19,71(1984).）などが好ましく用いられるが、Crippen's fragmentation法（J.Che
m.Inf.Comput.Sci.,27,21(1987).）がより好ましい。ある化合物のｌｏｇＰの値が測定方
法あるいは計算方法により異なる場合に、該化合物が本発明の範囲内であるかどうかは、
Crippen's fragmentation法により判断することが好ましい。なお本明細書に記載のｌｏ
ｇＰの値は、Crippen's fragmentation法（J.Chem.Inf.Comput.Sci.,27,21(1987).）によ
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【００３５】
　[光学的異方性を低下させる化合物の物性] 
　光学的異方性を低下させる化合物は、芳香族基を含有しても良いし、含有しなくても良
い。また光学的異方性を低下させる化合物は、分子量が１５０以上３０００以下であるこ
とが好ましく、１７０以上２０００以下であることが好ましく、２００以上１０００以下
であることが特に好ましい。これらの分子量の範囲であれば、特定のモノマー構造であっ
ても良いし、そのモノマーユニットが複数結合したオリゴマー構造、ポリマー構造でも良
い。
　光学的異方性を低下させる化合物は、好ましくは、２５℃で液体であるか、融点が２５
～２５０℃の固体であり、さらに好ましくは、２５℃で液体であるか、融点が２５～２０
０℃の固体である。また光学的異方性を低下させる化合物は、セルロースアシレートフィ
ルム作製のドープ流延、乾燥の過程で揮散しないことが好ましい。
　光学的異方性を低下させる化合物の添加量は、セルロースアシレートに対し０．０１な
いし３０質量％であることが好ましく、１ないし２５質量％であることがより好ましく、
５ないし２０質量％であることが特に好ましい。
　光学的異方性を低下させる化合物は、単独で用いても、２種以上化合物を任意の比で混
合して用いてもよい。
　光学的異方性を低下させる化合物を添加する時期はドープ作製工程中の何れであっても
よく、ドープ作製工程の最後に行ってもよい。
【００３６】
　光学的異方性を低下させる化合物は、少なくとも一方の側の表面から全膜厚の１０％ま
での部分における該化合物の平均含有率が、該セルロースアシレートフィルムの中央部に
おける該化合物の平均含有率の８０－９９％である。当該化合物の存在量は、例えば、特
開平８－５７８７９号公報に記載の赤外吸収スペクトルを用いる方法などにより表面およ
び中心部の化合物量を測定して求めることができる。
【００３７】
　以下に本発明で好ましく用いられる、セルロースアシレートフィルムの光学的異方性を
低下させる化合物の具体例としては、下記一般式（１３）、（１８）、（１９）のいずれ
かで表される化合物が挙げられるが、本発明はこれら化合物に限定されない。
【００３８】
【化１】

【００３９】
　[一般式（１３）において、Ｒ1はアルキル基またはアリール基を表し、Ｒ2およびＲ3は
、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基またはアリール基を表す。ただしＲ1、Ｒ2およ
びＲ3の炭素原子数の総和は１０以上である。] 
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【化２】

【００４０】
　[一般式（１８）において、Ｒ1はアルキル基またはアリール基を表し、Ｒ2およびＲ3は
それぞれ独立に水素原子、アルキル基またはアリール基を表す。] 
【００４１】
【化３】

【００４２】
　［一般式（１９）において、Ｒ4、Ｒ5およびＲ6はそれぞれ独立にアルキル基またはア
リール基を表す。］
【００４３】
　一般式（１３）の化合物について説明する。
　上記一般式（１３）において、Ｒ1はアルキル基またはアリール基を表し、Ｒ2およびＲ
3は、それぞれ独立に、水素原子、アルキル基またはアリール基を表す。また、Ｒ1、Ｒ2

およびＲ3の炭素原子数の総和が１０以上であることが特に好ましい。Ｒ1、Ｒ2およびＲ3

は置換されていてもよく、置換基としてはフッ素原子、アルキル基、アリール基、アルコ
キシ基、スルホン基およびスルホンアミド基が好ましく、アルキル基、アリール基、アル
コキシ基、スルホン基およびスルホンアミド基が特に好ましい。また、アルキル基は直鎖
であっても、分岐であっても、環状であってもよく、炭素原子数１ないし２５のものが好
ましく、６ないし２５のものがより好ましく、６ないし２０のもの（例えば、メチル、エ
チル、プロピル、イソプロピル、ブチル、イソブチル、t-ブチル、アミル、イソアミル、
t-アミル、ヘキシル、シクロヘキシル、ヘプチル、オクチル、ビシクロオクチル、ノニル
、アダマンチル、デシル、t-オクチル、ウンデシル、ドデシル、トリデシル、テトラデシ
ル、ペンタデシル、ヘキサデシル、ヘプタデシル、オクタデシル、ノナデシル、ジデシル
）が特に好ましい。アリール基としては炭素原子数が６ないし３０のものが好ましく、６
ないし２４のもの（例えば、フェニル、ビフェニル、テルフェニル、ナフチル、ビナフチ
ル、トリフェニルフェニル）が特に好ましい。一般式（１３）で表される化合物の好まし
い例を下記に示すが、本発明はこれらの具体例に限定されるものではない。
【００４４】
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【００４５】
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【化５】

【００４６】
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【化６】

【００４７】
　以下に、一般式（１８）または一般式（１９）で表される化合物の好ましい例を下記に
示すが、本発明はこれらの具体例に限定されるものではない。なお、一般式（１８）また
は一般式（１９）で表される化合物において、アルキル基およびアリール基の具体例は一
般式（１３）と同じである。
【００４８】

【化７】

【００４９】
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【００５０】
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【化９】

【００５１】



(18) JP 4740604 B2 2011.8.3

10

20

30

【化１０】

【００５２】
　式中、Ｐｒiはイソプロピル基を表す。
【００５３】
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【化１１】

【００５４】
【化１２】

【００５５】
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【化１３】

【００５６】
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【００５７】
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【化１５】

【００５８】
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【化１６】

【００５９】
　[波長分散調整剤] 
　セルロースアシレートフィルムの波長分散を低下させる化合物（以下波長分散調整剤と
もいう）について説明する。本発明のセルロースアシレートフィルムのＲｔｈの波長分散
を良化させるためには、下記式（iv）で表されるＲｔｈの波長分散ΔＲｔｈ＝｜Ｒｔｈ(4
00)－Ｒｔｈ(700)｜を低下させる化合物を、下記式（iv）、（v）をみたす範囲で少なく
とも一種含有することがのぞましい。
　　（iii）ΔＲｔｈ＝｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜
　　（iv）（ΔＲｔｈ（Ｂ）－ΔＲｔｈ（０））／Ｂ≦－２．０
　　（vi）０．０１≦Ｂ≦３０
［式中、ΔＲｔｈ（Ｂ）はＲｔｈの波長分散を低下させる化合物をＢ％含有したフィルム
のΔＲｔｈ（ｎｍ）、ΔＲｔｈ（０）はＲｔｈの波長分散を低下させる化合物を含有しな
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いフィルムのΔＲｔｈ（ｎｍ）、Ｂはセルロースアシレートの質量を１００としたときの
化合物の質量（％）である。］
　上記式（v）、（vi）は
　　（v）（ΔＲｔｈ（Ｂ）－ΔＲｔｈ（０））／Ｂ≦－３．０
　　（vi）０．０５≦Ｂ≦２５
であることがよりのぞましく、
　　（v）（ΔＲｔｈ（Ｂ）－ΔＲｔｈ（０））／Ｂ≦－４．０
　　（vi）０．１≦Ｂ≦２０
であることがさらにのぞましい。
　上記の波長分散調整剤は、中でも、２００～４００ｎｍの紫外領域に吸収を持ち、フィ
ルムの｜Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700)｜および｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜の双方を低下させ
る化合物が好ましく、セルロースアシレート固形分に対して０．０１～３０質量％使用す
るのがよい。
【００６０】
　セルロースアシレートフィルムのＲｅ、Ｒｔｈの値は一般に短波長側よりも長波長側が
大きい波長分散特性となる。したがって相対的に小さい短波長側のＲｅ、Ｒｔｈを大きく
することによって波長分散を平滑にすることが要求される。一方２００～４００ｎｍの紫
外領域に吸収を持つ化合物は短波長側よりも長波長側の吸光度が大きい波長分散特性をも
つ。この化合物自身がセルロースアシレートフィルム内部で等方的に存在していれば、化
合物自身の複屈折性、ひいてはＲｅ、Ｒｔｈの波長分散は吸光度の波長分散と同様に短波
長側が大きいと想定される。
【００６１】
　したがって上述したような、２００～４００ｎｍの紫外領域に吸収を持ち、化合物自身
のＲｅ、Ｒｔｈの波長分散が短波長側が大きいと想定されるものを用いることによって、
セルロースアシレートフィルムのＲｅ、Ｒｔｈの波長分散を調製することができる。この
ためには波長分散を調整する化合物はセルロースアシレートに十分均一に相溶することが
要求される。このような化合物の紫外領域の吸収帯範囲は２００～４００ｎｍが好ましい
が、２２０～３９５ｎｍがより好ましく、２４０～３９０ｎｍがさらに好ましい。
【００６２】
　また、近年テレビやノートパソコン、モバイル型携帯端末などの液晶表示装置ではより
少ない電力で輝度を高めるために、液晶表示装置に用いられる光学部材の透過率が優れた
ものが要求されている。その点においては、２００～４００ｎｍの紫外領域に吸収を持ち
、フィルムの｜Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700)｜および｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜を低下させ
る化合物をセルロースアシレートフィルムに添加する場合、分光透過率が優れていること
が要求される。本発明のセルロースアシレートフィルムにおいては、波長３８０ｎｍにお
ける分光透過率が４５％以上９５％以下であり、かつ波長３５０ｎｍにおける分光透過率
が１０％以下であることがのぞましい。
【００６３】
　上述のような、本発明で好ましく用いられる波長分散調整剤は揮散性の観点から分子量
が２５０～１０００であることが好ましい。より好ましくは２６０～８００であり、更に
好ましくは２７０～８００であり、特に好ましくは３００～８００である。これらの分子
量の範囲であれば、特定のモノマー構造であっても良いし、そのモノマーユニットが複数
結合したオリゴマー構造、ポリマー構造でも良い。
【００６４】
　波長分散調整剤は、セルロースアシレートフィルム作製のドープ流延、乾燥の過程で揮
散しないことが好ましい。
【００６５】
　（化合物添加量）
　上述した本発明で好ましく用いられる波長分散調整剤の添加量は、セルロースアシレー
トに対し０．０１ないし３０質量％であることが好ましく、０．１ないし２０質量％であ
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ることがより好ましく、０．２ないし１０質量％であることが特に好ましい。
【００６６】
　（化合物添加の方法）
　またこれら波長分散調整剤は、単独で用いても、２種以上化合物を任意の比で混合して
用いてもよい。
　またこれら波長分散調整剤を添加する時期はドープ作製工程中の何れであってもよく、
ドープ作製工程の最後に行ってもよい。
【００６７】
　本発明に好ましく用いられる波長分散調整剤の具体例としては、例えばベンゾトリアゾ
ール系化合物、ベンゾフェノン系化合物、シアノ基を含む化合物、オキシベンゾフェノン
系化合物、サリチル酸エステル系化合物、ニッケル錯塩系化合物などが挙げられるが、本
発明はこれら化合物だけに限定されるものではない。以下、好ましい化合物を例示する。
【００６８】
　ベンゾトリアゾール系化合物としては一般式（１０１）で示されるものが本発明の波長
分散調整剤として好ましく用いられる。
【００６９】
　一般式（１０１）　Ｑ1－Ｑ2－ＯＨ
【００７０】
　（式中、Ｑ1は含窒素芳香族ヘテロ環、Ｑ2は芳香族環を表す。）
【００７１】
　Ｑ1は含窒素芳香族へテロ環をあらわし、好ましくは５ないし７員の含窒素芳香族ヘテ
ロ環であり、より好ましくは５ないし６員の含窒素芳香族ヘテロ環であり、例えば、イミ
ダゾール、ピラゾール、トリアゾール、テトラゾール、チアゾール、オキサゾール、セレ
ナゾール、ベンゾトリアゾール、ベンゾチアゾール、ベンズオキサゾール、ベンゾセレナ
ゾール、チアジアゾール、オキサジアゾール、ナフトチアゾール、ナフトオキサゾール、
アザベンズイミダゾール、プリン、ピリジン、ピラジン、ピリミジン、ピリダジン、トリ
アジン、トリアザインデン、テトラザインデン等があげられ、更に好ましくは、５員の含
窒素芳香族ヘテロ環であり、具体的にはイミダゾール、ピラゾール、トリアゾール、テト
ラゾール、チアゾール、オキサゾール、ベンゾトリアゾール、ベンゾチアゾール、ベンズ
オキサゾール、チアジアゾール、オキサジアゾールが好ましく、特に好ましくは、ベンゾ
トリアゾールである。
　Ｑ1で表される含窒素芳香族ヘテロ環は更に置換基を有してもよく、置換基としては後
述の置換基Ｔが適用できる。また、置換基が複数ある場合にはそれぞれが縮環して更に環
を形成してもよい。
【００７２】
　Ｑ2で表される芳香族環は芳香族炭化水素環でも芳香族ヘテロ環でもよい。また、これ
らは単環であってもよいし、更に他の環と縮合環を形成してもよい。
　芳香族炭化水素環として好ましくは（好ましくは炭素数６～３０の単環または二環の芳
香族炭化水素環（例えばベンゼン環、ナフタレン環などが挙げられる。）であり、より好
ましくは炭素数６～２０の芳香族炭化水素環、更に好ましくは炭素数６～１２の芳香族炭
化水素環である。）、更に好ましくはベンゼン環である。
　芳香族ヘテロ環として好ましくは窒素原子あるいは硫黄原子を含む芳香族ヘテロ環であ
る。ヘテロ環の具体例としては、例えば、チオフェン、イミダゾール、ピラゾール、ピリ
ジン、ピラジン、ピリダジン、トリアゾール、トリアジン、インドール、インダゾール、
プリン、チアゾリン、チアゾール、チアジアゾール、オキサゾリン、オキサゾール、オキ
サジアゾール、キノリン、イソキノリン、フタラジン、ナフチリジン、キノキサリン、キ
ナゾリン、シンノリン、プテリジン、アクリジン、フェナントロリン、フェナジン、テト
ラゾール、ベンズイミダゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール、ベンゾトリア
ゾール、テトラザインデンなどが挙げられる。芳香族ヘテロ環として好ましくは、ピリジ
ン、トリアジン、キノリンである。
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　Ｑ2であらわされる芳香族環として好ましくは芳香族炭化水素環であり、より好ましく
はナフタレン環、ベンゼン環であり、特に好ましくはベンゼン環である。Ｑ2は更に置換
基を有してもよく、後述の置換基Ｔが好ましい。
　置換基Ｔとしては例えばアルキル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素
数１～１２、特に好ましくは炭素数１～８であり、例えばメチル、エチル、ｉｓｏ－プロ
ピル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－オクチル、ｎ－デシル、ｎ－ヘキサデシル、シクロプロピ
ル、シクロペンチル、シクロヘキシルなどが挙げられる。）、アルケニル基（好ましくは
炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８であり、
例えばビニル、アリル、２－ブテニル、３－ペンテニルなどが挙げられる。）、アルキニ
ル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素
数２～８であり、例えばプロパルギル、３－ペンチニルなどが挙げられる。）、アリール
基（好ましくは炭素数６～３０、より好ましくは炭素数６～２０、特に好ましくは炭素数
６～１２であり、例えばフェニル、ｐ－メチルフェニル、ナフチルなどが挙げられる。）
、置換又は未置換のアミノ基（好ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素数０～１
０、特に好ましくは炭素数０～６であり、例えばアミノ、メチルアミノ、ジメチルアミノ
、ジエチルアミノ、ジベンジルアミノなどが挙げられる。）、アルコキシ基（好ましくは
炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２、特に好ましくは炭素数１～８であり、
例えばメトキシ、エトキシ、ブトキシなどが挙げられる。）、アリールオキシ基（好まし
くは炭素数６～２０、より好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２で
あり、例えばフェニルオキシ、２－ナフチルオキシなどが挙げられる。）、アシル基（好
ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１
２であり、例えばアセチル、ベンゾイル、ホルミル、ピバロイルなどが挙げられる。）、
アルコキシカルボニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、
特に好ましくは炭素数２～１２であり、例えばメトキシカルボニル、エトキシカルボニル
などが挙げられる。）、アリールオキシカルボニル基（好ましくは炭素数７～２０、より
好ましくは炭素数７～１６、特に好ましくは炭素数７～１０であり、例えばフェニルオキ
シカルボニルなどが挙げられる。）、アシルオキシ基（好ましくは炭素数２～２０、より
好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセトキシ、
ベンゾイルオキシなどが挙げられる。）、アシルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、
より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセチル
アミノ、ベンゾイルアミノなどが挙げられる。）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ま
しくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１２
であり、例えばメトキシカルボニルアミノなどが挙げられる。）、アリールオキシカルボ
ニルアミノ基（好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～１６、特に好まし
くは炭素数７～１２であり、例えばフェニルオキシカルボニルアミノなどが挙げられる。
）、スルホニルアミノ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、
特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメタンスルホニルアミノ、ベンゼンスルホ
ニルアミノなどが挙げられる。）、スルファモイル基（好ましくは炭素数０～２０、より
好ましくは炭素数０～１６、特に好ましくは炭素数０～１２であり、例えばスルファモイ
ル、メチルスルファモイル、ジメチルスルファモイル、フェニルスルファモイルなどが挙
げられる。）、カルバモイル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～
１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばカルバモイル、メチルカルバモイル
、ジエチルカルバモイル、フェニルカルバモイルなどが挙げられる。）、アルキルチオ基
（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１
～１２であり、例えばメチルチオ、エチルチオなどが挙げられる。）、アリールチオ基（
好ましくは炭素数６～２０、より好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～
１２であり、例えばフェニルチオなどが挙げられる。）、スルホニル基（好ましくは炭素
数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例
えばメシル、トシルなどが挙げられる。）、スルフィニル基（好ましくは炭素数１～２０
、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメタン
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スルフィニル、ベンゼンスルフィニルなどが挙げられる。）、ウレイド基（好ましくは炭
素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、
例えばウレイド、メチルウレイド、フェニルウレイドなどが挙げられる。）、リン酸アミ
ド基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素
数１～１２であり、例えばジエチルリン酸アミド、フェニルリン酸アミドなどが挙げられ
る。）、ヒドロキシ基、メルカプト基、ハロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭
素原子、ヨウ素原子）、シアノ基、スルホ基、カルボキシル基、ニトロ基、ヒドロキサム
酸基、スルフィノ基、ヒドラジノ基、イミノ基、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～３０
、より好ましくは１～１２であり、ヘテロ原子としては、例えば窒素原子、酸素原子、硫
黄原子、具体的には例えばイミダゾリル、ピリジル、キノリル、フリル、ピペリジル、モ
ルホリノ、ベンゾオキサゾリル、ベンズイミダゾリル、ベンズチアゾリルなどが挙げられ
る。）、シリル基（好ましくは、炭素数３～４０、より好ましくは炭素数３～３０、特に
好ましくは、炭素数３～２４であり、例えば、トリメチルシリル、トリフェニルシリルな
どが挙げられる）などが挙げられる。これらの置換基は更に置換されてもよい。また、置
換基が二つ以上ある場合は、同じでも異なってもよい。また、可能な場合には互いに連結
して環を形成してもよい。
【００７３】
　一般式（１０１）として好ましくは下記一般式（１０１－Ａ）で表される化合物である
。
　一般式（１０１－Ａ）
【００７４】

【化１７】

【００７５】
　（式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、およびＲ8はそれぞれ独立に水素原子ま
たは置換基を表す。）
【００７６】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8、およびＲ9はそれぞれ独立に水素原子また
は置換基を表し、置換基ととしては前述の置換基Ｔが適用できる。またこれらの置換基は
更に別の置換基によって置換されてもよく、置換基同士が縮環して環構造を形成してもよ
い。
　Ｒ1およびＲ3として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、
アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキ
シ基、ハロゲン原子であり、より好ましくは水素原子、アルキル基、アリール基、アルキ
ルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子であり、更に好ましくは水素原子、炭素１
～１２アルキル基であり、特に好ましくは炭素数１～１２のアルキル基（好ましくは炭素
数４～１２）である。
【００７７】
　Ｒ2、およびＲ4として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基
、アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロ
キシ基、ハロゲン原子であり、より好ましくは水素原子、アルキル基、アリール基、アル
キルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子であり、更に好ましくは水素原子、炭素
１～１２アルキル基であり、特に好ましくは水素原子、メチル基であり、最も好ましくは
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【００７８】
　Ｒ5およびＲ8として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、
アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキ
シ基、ハロゲン原子であり、より好ましくは水素原子、アルキル基、アリール基、アルキ
ルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子であり、更に好ましくは水素原子、炭素１
～１２アルキル基であり、特に好ましくは水素原子、メチル基であり、最も好ましくは水
素原子である。
【００７９】
　Ｒ6およびＲ7として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、
アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキ
シ基、ハロゲン原子であり、より好ましくは水素原子、アルキル基、アリール基、アルキ
ルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子であり、更に好ましくは水素原子、ハロゲ
ン原子であり、特に好ましくは水素原子、塩素原子である。
【００８０】
　一般式（１０１）としてより好ましくは下記一般式（１０１－Ｂ）で表される化合物で
ある。
　一般式（１０１－Ｂ）
【００８１】
【化１８】

【００８２】
　（式中、Ｒ1、Ｒ3、Ｒ6およびＲ7は一般式（１０１－Ａ）におけるそれらと同義であり
、また好ましい範囲も同様である。）
【００８３】
　以下に一般式（１０１）で表される化合物の具体例を挙げるが、本発明は下記具体例に
何ら限定されるものではない。
【００８４】
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【００８５】
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【化２０】

【００８６】
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　以上例にあげたベンゾトリアゾール系化合物の中でも、分子量が３２０以下のものを含
まずに本発明のセルロースアシレートフィルムを作製した場合、保留性の点で有利である
ことが確認された。
【００８７】
　また本発明に用いられる波長分散調整剤のひとつであるベンゾフェノン系化合物として
は一般式（１０２）で示されるものが好ましく用いられる。
　一般式（１０２）
【００８８】
【化２１】

【００８９】
　（式中、Ｑ1およびＱ2はそれぞれ独立に芳香族環を表す。ＸはＮＲ（Ｒは水素原子また
は置換基を表す。）、酸素原子または硫黄原子を表す。）
【００９０】
　Ｑ1およびＱ2で表される芳香族環は芳香族炭化水素環でも芳香族ヘテロ環でもよい。ま
た、これらは単環であってもよいし、更に他の環と縮合環を形成してもよい。
　Ｑ1およびＱ2で表される芳香族炭化水素環として好ましくは（好ましくは炭素数６～３
０の単環または二環の芳香族炭化水素環（例えばベンゼン環、ナフタレン環などが挙げら
れる。）であり、より好ましくは炭素数６～２０の芳香族炭化水素環、更に好ましくは炭
素数６～１２の芳香族炭化水素環である。）更に好ましくはベンゼン環である。
　Ｑ1およびＱ2で表される芳香族ヘテロ環として好ましくは酸素原子、窒素原子あるいは
硫黄原子のどれかひとつを少なくとも１つ含む芳香族ヘテロ環である。ヘテロ環の具体例
としては、例えば、フラン、ピロール、チオフェン、イミダゾール、ピラゾール、ピリジ
ン、ピラジン、ピリダジン、トリアゾール、トリアジン、インドール、インダゾール、プ
リン、チアゾリン、チアゾール、チアジアゾール、オキサゾリン、オキサゾール、オキサ
ジアゾール、キノリン、イソキノリン、フタラジン、ナフチリジン、キノキサリン、キナ
ゾリン、シンノリン、プテリジン、アクリジン、フェナントロリン、フェナジン、テトラ
ゾール、ベンズイミダゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール、ベンゾトリアゾ
ール、テトラザインデンなどが挙げられる。芳香族ヘテロ環として好ましくは、ピリジン
、トリアジン、キノリンである。
　Ｑ1およびＱ2であらわされる芳香族環として好ましくは芳香族炭化水素環であり、より
好ましくは炭素数６～１０の芳香族炭化水素環であり、更に好ましくは置換または無置換
のベンゼン環である。
　Ｑ1およびＱ2は更に置換基を有してもよく、後述の置換基Ｔが好ましいが、置換基にカ
ルボン酸やスルホン酸、4級アンモニウム塩を含むことはない。また、可能な場合には置
換基同士が連結して環構造を形成してもよい。
【００９１】
　ＸはＮＲ（Ｒは水素原子または置換基を表す。置換基としては後述の置換基Ｔが適用で
きる。）、酸素原子または硫黄原子を表し、Ｘとして好ましくは、ＮＲ（Ｒとして好まし
くはアシル基、スルホニル基であり、これらの置換基は更に置換してもよい。）、または
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酸素原子であり、特に好ましくは酸素原子である。
【００９２】
　置換基Ｔとしては例えばアルキル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素
数１～１２、特に好ましくは炭素数１～８であり、例えばメチル、エチル、ｉｓｏ－プロ
ピル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｎ－オクチル、ｎ－デシル、ｎ－ヘキサデシル、シクロプロピ
ル、シクロペンチル、シクロヘキシルなどが挙げられる。）、アルケニル基（好ましくは
炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８であり、
例えばビニル、アリル、２－ブテニル、３－ペンテニルなどが挙げられる。）、アルキニ
ル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素
数２～８であり、例えばプロパルギル、３－ペンチニルなどが挙げられる。）、アリール
基（好ましくは炭素数６～３０、より好ましくは炭素数６～２０、特に好ましくは炭素数
６～１２であり、例えばフェニル、ｐ－メチルフェニル、ナフチルなどが挙げられる。）
、置換又は未置換のアミノ基（好ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素数０～１
０、特に好ましくは炭素数０～６であり、例えばアミノ、メチルアミノ、ジメチルアミノ
、ジエチルアミノ、ジベンジルアミノなどが挙げられる。）、アルコキシ基（好ましくは
炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２、特に好ましくは炭素数１～８であり、
例えばメトキシ、エトキシ、ブトキシなどが挙げられる。）、アリールオキシ基（好まし
くは炭素数６～２０、より好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２で
あり、例えばフェニルオキシ、２－ナフチルオキシなどが挙げられる。）、アシル基（好
ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１
２であり、例えばアセチル、ベンゾイル、ホルミル、ピバロイルなどが挙げられる。）、
アルコキシカルボニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、
特に好ましくは炭素数２～１２であり、例えばメトキシカルボニル、エトキシカルボニル
などが挙げられる。）、アリールオキシカルボニル基（好ましくは炭素数７～２０、より
好ましくは炭素数７～１６、特に好ましくは炭素数７～１０であり、例えばフェニルオキ
シカルボニルなどが挙げられる。）、アシルオキシ基（好ましくは炭素数２～２０、より
好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセトキシ、
ベンゾイルオキシなどが挙げられる。）、アシルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、
より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセチル
アミノ、ベンゾイルアミノなどが挙げられる。）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ま
しくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１２
であり、例えばメトキシカルボニルアミノなどが挙げられる。）、アリールオキシカルボ
ニルアミノ基（好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～１６、特に好まし
くは炭素数７～１２であり、例えばフェニルオキシカルボニルアミノなどが挙げられる。
）、スルホニルアミノ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、
特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメタンスルホニルアミノ、ベンゼンスルホ
ニルアミノなどが挙げられる。）、スルファモイル基（好ましくは炭素数０～２０、より
好ましくは炭素数０～１６、特に好ましくは炭素数０～１２であり、例えばスルファモイ
ル、メチルスルファモイル、ジメチルスルファモイル、フェニルスルファモイルなどが挙
げられる。）、カルバモイル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～
１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばカルバモイル、メチルカルバモイル
、ジエチルカルバモイル、フェニルカルバモイルなどが挙げられる。）、アルキルチオ基
（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１
～１２であり、例えばメチルチオ、エチルチオなどが挙げられる。）、アリールチオ基（
好ましくは炭素数６～２０、より好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～
１２であり、例えばフェニルチオなどが挙げられる。）、スルホニル基（好ましくは炭素
数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例
えばメシル、トシルなどが挙げられる。）、スルフィニル基（好ましくは炭素数１～２０
、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメタン
スルフィニル、ベンゼンスルフィニルなどが挙げられる。）、ウレイド基（好ましくは炭
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素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、
例えばウレイド、メチルウレイド、フェニルウレイドなどが挙げられる。）、リン酸アミ
ド基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素
数１～１２であり、例えばジエチルリン酸アミド、フェニルリン酸アミドなどが挙げられ
る。）、ヒドロキシ基、メルカプト基、ハロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭
素原子、ヨウ素原子）、シアノ基、スルホ基、カルボキシル基、ニトロ基、ヒドロキサム
酸基、スルフィノ基、ヒドラジノ基、イミノ基、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～３０
、より好ましくは１～１２であり、ヘテロ原子としては、例えば窒素原子、酸素原子、硫
黄原子、具体的には例えばイミダゾリル、ピリジル、キノリル、フリル、ピペリジル、モ
ルホリノ、ベンゾオキサゾリル、ベンズイミダゾリル、ベンズチアゾリルなどが挙げられ
る。）、シリル基（好ましくは、炭素数３～４０、より好ましくは炭素数３～３０、特に
好ましくは、炭素数３～２４であり、例えば、トリメチルシリル、トリフェニルシリルな
どが挙げられる）などが挙げられる。これらの置換基は更に置換されてもよい。また、置
換基が二つ以上ある場合は、同じでも異なってもよい。また、可能な場合には互いに連結
して環を形成してもよい。
【００９３】
　一般式（１０２）として好ましくは下記一般式（１０２－Ａ）で表される化合物である
。
　一般式（１０２－Ａ）
【００９４】
【化２２】

【００９５】
　（式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8、およびＲ9はそれぞれ独立に水素
原子または置換基を表す。）
【００９６】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8、およびＲ9はそれぞれ独立に水素原子また
は置換基を表し、置換基としては前述の置換基Ｔが適用できる。またこれらの置換基は更
に別の置換基によって置換されてもよく、置換基同士が縮環して環構造を形成してもよい
。
【００９７】
　Ｒ1、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ8およびＲ9として好ましくは水素原子、アルキル基、ア
ルケニル基、アルキニル基、アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、
アリールオキシ基、ヒドロキシ基、ハロゲン原子であり、より好ましくは水素原子、アル
キル基、アリール基、アルキルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子であり、更に
好ましくは水素原子、炭素1～１２アルキル基であり、特に好ましくは水素原子、メチル
基であり、最も好ましくは水素原子である。
【００９８】
　Ｒ2として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール
基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキシ基、ハ
ロゲン原子、より好ましくは水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭素数０～２０の
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シ基であり、更に好ましくは炭素数１～２０のアルコキシ基であり、特に好ましくは炭素
数１～１２のアルコキシ基である。
【００９９】
　Ｒ7として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール
基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロキシ基、ハ
ロゲン原子、より好ましくは水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭素数０～２０の
アミノ基、炭素数１～１２のアルコキシ基、炭素数６～１２アリールオキシ基、ヒドロキ
シ基であり、更に好ましくは水素原子、炭素数１～２０のアルキル基（好ましくは炭素数
１～１２、より好ましくは炭素数１～８、更に好ましくはメチル基）であり、特に好まし
くはメチル基、水素原子である。
【０１００】
　一般式（１０２）としてより好ましくは下記一般式（１０２－Ｂ）で表される化合物で
ある。
　一般式（１０２－Ｂ）
【０１０１】
【化２３】

【０１０２】
　（式中、Ｒ10は水素原子、置換または無置換のアルキル基、置換または無置換のアルケ
ニル基、置換または無置換のアルキニル基、置換または無置換のアリール基を表す。）
【０１０３】
　Ｒ10は水素原子、置換または無置換のアルキル基、置換または無置換のアルケニル基、
置換または無置換のアルキニル基、置換または無置換のアリール基を表し、置換基として
は前述の置換基Ｔが適用できる。
　Ｒ10として好ましくは置換または無置換のアルキル基であり、より好ましくは炭素数５
～２０の置換または無置換のアルキル基であり、更に好ましくは炭素数５～１２の置換ま
たは無置換のアルキル基（ｎ－ヘキシル基、2－エチルヘキシル基、n－オクチル基、n－
デシル基、n-ドデシル基、ベンジル基、などが挙げられる。）であり、特に好ましくは、
炭素数６～１２の置換または無置換のアルキル基（2－エチルヘキシル基、n－オクチル基
、n－デシル基、n－ドデシル基、ベンジル基）である。
【０１０４】
　一般式（１０２）であらわされる化合物は特開平１１－１２２１９号公報記載の公知の
方法により合成できる。
　以下に一般式（１０２）で表される化合物の具体例を挙げるが、本発明は下記具体例に
何ら限定されるものではない。
【０１０５】
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【０１０６】
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【０１０７】
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【化２６】

【０１０８】
　また本発明に用いられる波長分散調整剤のひとつであるシアノ基を含む化合物としては
一般式（１０３）で示されるものが好ましく用いられる。
　一般式（１０３）
【０１０９】

【化２７】

【０１１０】
　（式中、Ｑ1およびＱ2はそれぞれ独立に芳香族環を表す。Ｘ1およびＸ2は水素原子また
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は置換基を表し、少なくともどちらか１つはシアノ基を表す。）
　Ｑ1およびＱ2であらわされる芳香族環は芳香族炭化水素環でも芳香族ヘテロ環でもよい
。また、これらは単環であってもよいし、更に他の環と縮合環を形成してもよい。
【０１１１】
　芳香族炭化水素環として好ましくは（好ましくは炭素数６～３０の単環または二環の芳
香族炭化水素環（例えばベンゼン環、ナフタレン環などが挙げられる。）であり、より好
ましくは炭素数６～２０の芳香族炭化水素環、更に好ましくは炭素数６～１２の芳香族炭
化水素環である。）、更に好ましくはベンゼン環である。
【０１１２】
　芳香族ヘテロ環として好ましくは窒素原子あるいは硫黄原子を含む芳香族ヘテロ環であ
る。ヘテロ環の具体例としては、例えば、チオフェン、イミダゾール、ピラゾール、ピリ
ジン、ピラジン、ピリダジン、トリアゾール、トリアジン、インドール、インダゾール、
プリン、チアゾリン、チアゾール、チアジアゾール、オキサゾリン、オキサゾール、オキ
サジアゾール、キノリン、イソキノリン、フタラジン、ナフチリジン、キノキサリン、キ
ナゾリン、シンノリン、プテリジン、アクリジン、フェナントロリン、フェナジン、テト
ラゾール、ベンズイミダゾール、ベンズオキサゾール、ベンズチアゾール、ベンゾトリア
ゾール、テトラザインデンなどが挙げられる。芳香族ヘテロ環として好ましくは、ピリジ
ン、トリアジン、キノリンである。
【０１１３】
　Ｑ1およびＱ2であらわされる芳香族環として好ましくは芳香族炭化水素環であり、より
好ましくはベンゼン環である。
　Ｑ1およびＱ2は更に置換基を有してもよく、後述の置換基Ｔが好ましい。置換基Ｔとし
ては例えばアルキル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１２、特
に好ましくは炭素数１～８であり、例えばメチル、エチル、ｉｓｏ－プロピル、ｔｅｒｔ
－ブチル、ｎ－オクチル、ｎ－デシル、ｎ－ヘキサデシル、シクロプロピル、シクロペン
チル、シクロヘキシルなどが挙げられる。）、アルケニル基（好ましくは炭素数２～２０
、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８であり、例えばビニル、
アリル、２－ブテニル、３－ペンテニルなどが挙げられる。）、アルキニル基（好ましく
は炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１２、特に好ましくは炭素数２～８であり
、例えばプロパルギル、３－ペンチニルなどが挙げられる。）、アリール基（好ましくは
炭素数６～３０、より好ましくは炭素数６～２０、特に好ましくは炭素数６～１２であり
、例えばフェニル、ｐ－メチルフェニル、ナフチルなどが挙げられる。）、置換又は未置
換のアミノ基（好ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素数０～１０、特に好まし
くは炭素数０～６であり、例えばアミノ、メチルアミノ、ジメチルアミノ、ジエチルアミ
ノ、ジベンジルアミノなどが挙げられる。）、アルコキシ基（好ましくは炭素数１～２０
、より好ましくは炭素数１～１２、特に好ましくは炭素数１～８であり、例えばメトキシ
、エトキシ、ブトキシなどが挙げられる。）、アリールオキシ基（好ましくは炭素数６～
２０、より好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例えばフ
ェニルオキシ、２－ナフチルオキシなどが挙げられる。）、アシル基（好ましくは炭素数
１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例え
ばアセチル、ベンゾイル、ホルミル、ピバロイルなどが挙げられる。）、アルコキシカル
ボニル基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは
炭素数２～１２であり、例えばメトキシカルボニル、エトキシカルボニルなどが挙げられ
る。）、アリールオキシカルボニル基（好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素
数７～１６、特に好ましくは炭素数７～１０であり、例えばフェニルオキシカルボニルな
どが挙げられる。）、アシルオキシ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは炭素
数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセトキシ、ベンゾイルオキ
シなどが挙げられる。）、アシルアミノ基（好ましくは炭素数２～２０、より好ましくは
炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１０であり、例えばアセチルアミノ、ベンゾ
イルアミノなどが挙げられる。）、アルコキシカルボニルアミノ基（好ましくは炭素数２
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～２０、より好ましくは炭素数２～１６、特に好ましくは炭素数２～１２であり、例えば
メトキシカルボニルアミノなどが挙げられる。）、アリールオキシカルボニルアミノ基（
好ましくは炭素数７～２０、より好ましくは炭素数７～１６、特に好ましくは炭素数７～
１２であり、例えばフェニルオキシカルボニルアミノなどが挙げられる。）、スルホニル
アミノ基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは
炭素数１～１２であり、例えばメタンスルホニルアミノ、ベンゼンスルホニルアミノなど
が挙げられる。）、スルファモイル基（好ましくは炭素数０～２０、より好ましくは炭素
数０～１６、特に好ましくは炭素数０～１２であり、例えばスルファモイル、メチルスル
ファモイル、ジメチルスルファモイル、フェニルスルファモイルなどが挙げられる。）、
カルバモイル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ま
しくは炭素数１～１２であり、例えばカルバモイル、メチルカルバモイル、ジエチルカル
バモイル、フェニルカルバモイルなどが挙げられる。）、アルキルチオ基（好ましくは炭
素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、
例えばメチルチオ、エチルチオなどが挙げられる。）、アリールチオ基（好ましくは炭素
数６～２０、より好ましくは炭素数６～１６、特に好ましくは炭素数６～１２であり、例
えばフェニルチオなどが挙げられる。）、スルホニル基（好ましくは炭素数１～２０、よ
り好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメシル、ト
シルなどが挙げられる。）、スルフィニル基（好ましくは炭素数１～２０、より好ましく
は炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばメタンスルフィニル、
ベンゼンスルフィニルなどが挙げられる。）、ウレイド基（好ましくは炭素数１～２０、
より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であり、例えばウレイド
、メチルウレイド、フェニルウレイドなどが挙げられる。）、リン酸アミド基（好ましく
は炭素数１～２０、より好ましくは炭素数１～１６、特に好ましくは炭素数１～１２であ
り、例えばジエチルリン酸アミド、フェニルリン酸アミドなどが挙げられる。）、ヒドロ
キシ基、メルカプト基、ハロゲン原子（例えばフッ素原子、塩素原子、臭素原子、ヨウ素
原子）、シアノ基、スルホ基、カルボキシル基、ニトロ基、ヒドロキサム酸基、スルフィ
ノ基、ヒドラジノ基、イミノ基、ヘテロ環基（好ましくは炭素数１～３０、より好ましく
は１～１２であり、ヘテロ原子としては、例えば窒素原子、酸素原子、硫黄原子、具体的
には例えばイミダゾリル、ピリジル、キノリル、フリル、ピペリジル、モルホリノ、ベン
ゾオキサゾリル、ベンズイミダゾリル、ベンズチアゾリルなどが挙げられる。）、シリル
基（好ましくは、炭素数３～４０、より好ましくは炭素数３～３０、特に好ましくは、炭
素数３～２４であり、例えば、トリメチルシリル、トリフェニルシリルなどが挙げられる
）などが挙げられる。これらの置換基は更に置換されてもよい。また、置換基が二つ以上
ある場合は、同じでも異なってもよい。また、可能な場合には互いに連結して環を形成し
てもよい。
【０１１４】
　Ｘ1およびＸ2は水素原子または置換基を表し、少なくともどちらか１つはシアノ基を表
す。Ｘ1およびＸ2で表される置換基は前述の置換基Ｔを適用することができる。また、Ｘ
1およびＸ2で表される置換基は更に他の置換基によって置換されてもよく、Ｘ1およびＸ2

はそれぞれが縮環して環構造を形成してもよい。
【０１１５】
　Ｘ1およびＸ2として好ましくは、水素原子、アルキル基、アリール基、シアノ基、ニト
ロ基、カルボニル基、スルホニル基、芳香族ヘテロ環であり、より好ましくは、シアノ基
、カルボニル基、スルホニル基、芳香族ヘテロ環であり、更に好ましくはシアノ基、カル
ボニル基であり、特に好ましくはシアノ基、アルコキシカルボニル基（-C(＝O)OR（Rは：
炭素数１～２０アルキル基、炭素数６～１２のアリール基およびこれらを組み合せたもの
）である。
【０１１６】
　一般式（１０３）として好ましくは下記一般式（１０３-Ａ）で表される化合物である
。
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　一般式（１０３-Ａ）
【０１１７】
【化２８】

【０１１８】
　（式中、Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8、Ｒ9およびＲ10はそれぞれ独立に
水素原子または置換基を表す。Ｘ1およびＸ2は一般式（１０３）におけるそれらと同義で
あり、また好ましい範囲も同様である。）
【０１１９】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ8、Ｒ9およびＲ10はそれぞれ独立に水素原子
または置換基を表し、置換基ととしては前述の置換基Ｔが適用できる。またこれらの置換
基は更に別の置換基によって置換されてもよく、置換基同士が縮環して環構造を形成して
もよい。
【０１２０】
　Ｒ1、Ｒ2、Ｒ4、Ｒ5、Ｒ6、Ｒ7、Ｒ9、およびＲ10として好ましくは水素原子、アルキ
ル基、アルケニル基、アルキニル基、アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコ
キシ基、アリールオキシ基、ヒドロキシ基、ハロゲン原子であり、より好ましくは水素原
子、アルキル基、アリール基、アルキルオキシ基、アリールオキシ基、ハロゲン原子であ
り、更に好ましくは水素原子、炭素1～１２アルキル基であり、特に好ましくは水素原子
、メチル基であり、最も好ましくは水素原子である。
【０１２１】
　Ｒ3、およびＲ8として好ましくは水素原子、アルキル基、アルケニル基、アルキニル基
、アリール基、置換または無置換のアミノ基、アルコキシ基、アリールオキシ基、ヒドロ
キシ基、ハロゲン原子、より好ましくは水素原子、炭素数１～２０のアルキル基、炭素数
０～２０のアミノ基、炭素数１～１２のアルコキシ基、炭素数６～１２アリールオキシ基
、ヒドロキシ基であり、更に好ましくは水素原子、炭素数１～１２のアルキル基、炭素数
１～１２アルコキシ基であり、特に好ましくは水素原子である。
【０１２２】
　一般式（１０３）としてより好ましくは下記一般式（１０３-Ｂ）で表される化合物で
ある。
　一般式（１０３-Ｂ）
【０１２３】

【化２９】
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　（式中、Ｒ3およびＲ8は一般式（１０３-Ａ）におけるそれらと同義であり、また、好
ましい範囲も同様である。Ｘ3は水素原子、または置換基を表す。）
【０１２５】
　Ｘ3は水素原子、または置換基を表し、置換基としては前述の置換基Ｔが適用でき、ま
た、可能な場合は更に他の置換基で置換されてもよい。Ｘ3として好ましくは水素原子、
アルキル基、アリール基、シアノ基、ニトロ基、カルボニル基、スルホニル基、芳香族ヘ
テロ環であり、より好ましくは、シアノ基、カルボニル基、スルホニル基、芳香族ヘテロ
環であり、更に好ましくはシアノ基、カルボニル基であり、特に好ましくはシアノ基、ア
ルコキシカルボニル基（-C(＝O)OR（Rは：炭素数１～２０アルキル基、炭素数６～１２の
アリール基およびこれらを組み合せたもの）である。
【０１２６】
　一般式（１０３）として更に好ましくは一般式（１０３-Ｃ）で表される化合物である
。
　一般式（１０３-Ｃ）
【０１２７】
【化３０】

【０１２８】
　（式中、Ｒ3およびＲ8は一般式（１０３-Ａ）におけるそれらと同義であり、また、好
ましい範囲も同様である。Ｒ21は炭素数１～２０のアルキル基を表す。）
【０１２９】
　Ｒ21として好ましくはＲ3およびＲ8が両方水素の場合には、炭素数２～１２のアルキル
基であり、より好ましくは炭素数４～１２のアルキル基であり、更に好ましくは、炭素数
６～１２のアルキル基であり、特に好ましくは、ｎ－オクチル基、tert-オクチル基、２
－エチルへキシル基、n－デシル基、、n－ドデシル基であり、最も好ましくは２－エチル
へキシル基である。
【０１３０】
　Ｒ21として好ましくはＲ3およびＲ8が水素以外の場合には、一般式（１０３-Ｃ）で表
される化合物の分子量が３００以上になり、かつ炭素数２０以下の炭素数のアルキル基が
好ましい。
【０１３１】
　一般式（１０３）で表される化合物はJounal of American Chemical Society ６３巻　
３４５２頁（１９４１）記載の方法によって合成できる。
【０１３２】
　以下に一般式（１０３）で表される化合物の具体例を挙げるが、本発明は下記具体例に
何ら限定されるものではない。
【０１３３】
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【０１３４】



(43) JP 4740604 B2 2011.8.3

10

20

30

【化３２】

【０１３５】
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【化３３】

【０１３６】
　[マット剤微粒子] 
　本発明のセルロースアシレートフィルムには、マット剤として微粒子を加えることが好
ましい。本発明に使用される微粒子としては、二酸化珪素、二酸化チタン、酸化アルミニ
ウム、酸化ジルコニウム、炭酸カルシウム、炭酸カルシウム、タルク、クレイ、焼成カオ
リン、焼成珪酸カルシウム、水和ケイ酸カルシウム、ケイ酸アルミニウム、ケイ酸マグネ
シウム及びリン酸カルシウムを挙げることができる。微粒子はケイ素を含むものが濁度が
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低くなる点で好ましく、特に二酸化珪素が好ましい。二酸化珪素の微粒子は、１次平均粒
子径が２０ｎｍ以下であり、かつ見かけ比重が７０ｇ／リットル以上であるものが好まし
い。１次粒子の平均径が５～１６ｎｍと小さいものがフィルムのヘイズを下げることがで
きより好ましい。見かけ比重は９０～２００ｇ／リットル以上が好ましく、１００～２０
０ｇ／リットル以上がさらに好ましい。見かけ比重が大きい程、高濃度の分散液を作るこ
とが可能になり、ヘイズ、凝集物が良化するため好ましい。
【０１３７】
　これらの微粒子は、通常平均粒子径が０．１～３．０μｍの２次粒子を形成し、これら
の微粒子はフィルム中では、１次粒子の凝集体として存在し、フィルム表面に０．１～３
．０μｍの凹凸を形成させる。２次平均粒子径は０．２μｍ以上１．５μｍ以下が好まし
く、０．４μｍ以上１．２μｍ以下がさらに好ましく、０．６μｍ以上１．１μｍ以下が
最も好ましい。１次、２次粒子径はフィルム中の粒子を走査型電子顕微鏡で観察し、粒子
に外接する円の直径をもって粒径とした。また、場所を変えて粒子２００個を観察し、そ
の平均値をもって平均粒子径とした。
【０１３８】
　二酸化珪素の微粒子は、例えば、アエロジルＲ９７２、Ｒ９７２Ｖ、Ｒ９７４、Ｒ８１
２、２００、２００Ｖ、３００、Ｒ２０２、ＯＸ５０、ＴＴ６００（以上日本アエロジル
（株）製）などの市販品を使用することができる。酸化ジルコニウムの微粒子は、例えば
、アエロジルＲ９７６及びＲ８１１（以上日本アエロジル（株）製）の商品名で市販され
ており、使用することができる。
【０１３９】
　これらの中でアエロジル２００Ｖ、アエロジルＲ９７２Ｖが１次平均粒子径が２０ｎｍ
以下であり、かつ見かけ比重が７０ｇ／リットル以上である二酸化珪素の微粒子であり、
光学フィルムの濁度を低く保ちながら、摩擦係数をさげる効果が大きいため特に好ましい
。
【０１４０】
　本発明において２次平均粒子径の小さな粒子を有するセルロースアシレートフィルムを
得るために、微粒子の分散液を調製する際にいくつかの手法が考えられる。例えば、溶剤
と微粒子を撹拌混合した微粒子分散液をあらかじめ作成し、この微粒子分散液を別途用意
した少量のセルロースアシレート溶液に加えて撹拌溶解し、さらにメインのセルロースア
シレート溶液（ドープ液）と混合する方法がある。この方法は二酸化珪素微粒子の分散性
がよく、二酸化珪素微粒子が更に再凝集しにくい点で好ましい調製方法である。ほかにも
、溶剤に少量のセルロースエステルを加え、撹拌溶解した後、これに微粒子を加えて分散
機で分散を行いこれを微粒子添加液とし、この微粒子添加液をインラインミキサーでドー
プ液と十分混合する方法もある。本発明はこれらの方法に限定されないが、二酸化珪素微
粒子を溶剤などと混合して分散するときの二酸化珪素の濃度は５～３０質量％が好ましく
、１０～２５質量％が更に好ましく、１５～２０質量％が最も好ましい。分散濃度が高い
方が添加量に対する液濁度は低くなり、ヘイズ、凝集物が良化するため好ましい。最終的
なセルロースアシレートのドープ溶液中でのマット剤微粒子の添加量は１ｍ3あたり０．
０１～１．０ｇが好ましく、０．０３～０．３ｇが更に好ましく、０．０８～０．１６ｇ
が最も好ましい。
【０１４１】
　使用される溶剤は低級アルコール類としては、好ましくはメチルアルコール、エチルア
ルコール、プロピルアルコール、イソプロピルアルコール、ブチルアルコール等が挙げら
れる。低級アルコール以外の溶媒としては特に限定されないが、セルロースエステルの製
膜時に用いられる溶剤を用いることが好ましい。
【０１４２】
　[可塑剤、劣化防止剤、剥離剤] 
　光学的に異方性を低下する化合物、波長分散調整剤の他に、本発明のセルロースアシレ
ートフィルムには、前述のように、用途に応じた種々の添加剤（例えば、可塑剤、紫外線
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防止剤、劣化防止剤、剥離剤、赤外吸収剤、など）を加えることができ、それらは固体で
もよく油状物でもよい。すなわち、その融点や沸点において特に限定されるものではない
。例えば２０℃以下と２０℃以上の紫外線吸収材料の混合や、同様に可塑剤の混合などで
あり、例えば特開２００１－１５１９０１号公報などに記載されている。さらにまた、赤
外吸収剤としては例えば特開２００１－１９４５２２号公報に記載されている。またその
添加する時期はドープ作製工程において何れの時期でも良いが、ドープ作製工程の最後に
添加剤を添加するのがよい。更にまた、各添加剤の添加量は機能が発現する限りにおいて
特に限定されない。また、セルロースアシレートフィルムが多層から形成される場合、各
層の添加物の種類や添加量が異なってもよい。例えば特開２００１－１５１９０２号公報
などに記載されているが、これらは従来から知られている技術である。これらの詳細は、
発明協会公開技報（公技番号２００１－１７４５、２００１年３月１５日発行、発明協会
）にて１６頁～２２頁に詳細に記載されている素材が好ましく用いられる。
【０１４３】
　[化合物添加の比率] 
　本発明のセルロースアシレートフィルムにおいては、分子量が３０００以下の化合物の
総量は、セルロースアシレート質量に対して５～４５％であることがのぞましい。より好
ましくは１０～４０％であり、さらにのぞましくは１５～３０％である。これらの化合物
としては上述したように、光学的異方性を低下させる化合物、波長分散調整剤、紫外線防
止剤、可塑剤、劣化防止剤、微粒子、剥離剤、赤外吸収剤などであり、分子量としては３
０００以下がのぞましく、２０００以下がよりのぞましく、１０００以下がさらにのぞま
しい。これら化合物の総量が５質量％未満であると、セルロースアシレート単体の性質が
出やすくなり、例えば、温度や湿度の変化に対して光学性能や物理的強度が変動しやすく
なるなどの問題がある。またこれら化合物の総量が４５質量％を越えると、セルロースア
シレートフィルム中に化合物が相溶する限界を超え、フィルム表面に析出してフィルムが
白濁する( フィルムからの泣き出し)などの問題が生じやすくなる。
【０１４４】
　[セルロースアシレート溶液の有機溶媒] 
　本発明では、ソルベントキャスト法によりセルロースアシレートフィルムを製造するこ
とが好ましく、セルロースアシレートを有機溶媒に溶解した溶液（ドープ）を用いてフィ
ルムは製造される。本発明の主溶媒として好ましく用いられる有機溶媒は、炭素原子数が
３～１２のエステル、ケトン、エーテル、および炭素原子数が１～７のハロゲン化炭化水
素から選ばれる溶媒が好ましい。エステル、ケトンおよび、エーテルは、環状構造を有し
ていてもよい。エステル、ケトンおよびエーテルの官能基（すなわち、－Ｏ－、－ＣＯ－
および－ＣＯＯ－）のいずれかを二つ以上有する化合物も、主溶媒として用いることがで
き、たとえばアルコール性水酸基のような他の官能基を有していてもよい。二種類以上の
官能基を有する主溶媒の場合、その炭素原子数はいずれかの官能基を有する化合物の規定
範囲内であればよい。
【０１４５】
　以上本発明のセルロースアシレートフィルムに対しては塩素系のハロゲン化炭化水素を
主溶媒としても良いし、発明協会公開技報２００１－１７４５（１２頁～１６頁）に記載
されているように、非塩素系溶媒を主溶媒としても良く、本発明のセルロースアシレート
フィルムに対しては特に限定されるものではない。
【０１４６】
　その他、本発明のセルロースアシレート溶液及びフィルムについての溶媒は、その溶解
方法も含め以下の公開特許公報に開示されており、好ましい態様である。それらは、例え
ば、特開２０００－９５８７６、特開平１２－９５８７７、特開平１０－３２４７７４、
特開平８－１５２５１４、特開平１０－３３０５３８、特開平９－９５５３８、特開平９
－９５５５７、特開平１０－２３５６６４、特開平１２－６３５３４、特開平１１－２１
３７９、特開平１０－１８２８５３、特開平１０－２７８０５６、特開平１０－２７９７
０２、特開平１０－３２３８５３、特開平１０－２３７１８６、特開平１１－６０８０７
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、特開平１１－１５２３４２、特開平１１－２９２９８８、特開平１１－６０７５２、特
開平１１－６０７５２号の各公報などに記載されている。これらの公報によると本発明の
セルロースアシレートに好ましい溶媒だけでなく、その溶液物性や共存させる共存物質に
ついても記載があり、本発明においても好ましい態様である。
【０１４７】
　[セルロースアシレートフィルムの製造工程] 
　[溶解工程] 
　本発明のセルロースアシレート溶液（ドープ）の調製は、その溶解方法は特に限定され
ず、室温でもよくさらには冷却溶解法あるいは高温溶解方法、さらにはこれらの組み合わ
せで実施される。本発明におけるセルロースアシレート溶液の調製、さらには溶解工程に
伴う溶液濃縮、ろ過の各工程に関しては、発明協会公開技報（公技番号　２００１－１７
４５、２００１年３月１５日発行、発明協会）にて２２頁～２５頁に詳細に記載されてい
る製造工程が好ましく用いられる。
【０１４８】
　（ドープ溶液の透明度）
　本発明のセルロースアシレート溶液のドープ透明度としては８５％以上であることがの
ぞましい。より好ましくは８８％以上であり、さらに好ましくは９０％以上であることが
のぞましい。本発明においてはセルロースアシレートドープ溶液に各種の添加剤が十分に
溶解していることを確認した。具体的なドープ透明度の算出方法としては、ドープ溶液を
１ｃｍ角のガラスセルに注入し、分光光度計（ＵＶ－３１５０、島津製作所）で５５０ｎ
ｍの吸光度を測定した。溶媒のみをあらかじめブランクとして測定しておき、ブランクの
吸光度との比からセルロースアシレート溶液の透明度を算出した。
【０１４９】
　［流延、乾燥、巻き取り工程］
　次に、本発明のセルロースアシレート溶液を用いたフィルムの製造方法について述べる
。本発明のセルロースアシレートフィルムを製造する方法及び設備は、従来のセルロース
トリアセテートフィルム製造に供する溶液流延製膜方法及び溶液流延製膜装置が用いられ
る。溶解機（釜）から調製されたドープ（セルロースアシレート溶液）を貯蔵釜で一旦貯
蔵し、ドープに含まれている泡を脱泡して最終調製をする。ドープをドープ排出口から、
例えば回転数によって高精度に定量送液できる加圧型定量ギヤポンプを通して加圧型ダイ
に送り、ドープを加圧型ダイの口金（スリット）からエンドレスに走行している流延部の
金属支持体の上に均一に流延され、金属支持体がほぼ一周した剥離点で、生乾きのドープ
膜（ウェブとも呼ぶ）を金属支持体から剥離する。得られるウェブの両端をクリップで挟
み、幅保持しながらテンターで搬送して乾燥し、続いて得られたフィルムを乾燥装置のロ
ール群で機械的に搬送し乾燥を終了して巻き取り機でロール状に所定の長さに巻き取る。
テンターとロール群の乾燥装置との組み合わせはその目的により変わる。本発明のセルロ
ースアシレートフィルムの主な用途である、電子ディスプレイ用の光学部材である機能性
保護膜に用いる溶液流延製膜方法においては、溶液流延製膜装置の他に、下引層、帯電防
止層、ハレーション防止層、保護層等のフィルムへの表面加工のために、塗布装置が付加
されることが多い。これらについては、発明協会公開技報（公技番号　２００１－１７４
５、２００１年３月１５日発行、発明協会）にて２５頁～３０頁に詳細に記載されており
、流延（共流延を含む），金属支持体，乾燥，剥離などに分類され、本発明において好ま
しく用いることができる。
　また、セルロースアシレートフィルムの厚さは１０～１２０μｍが好ましく、２０～１
００μｍがより好ましく、３０～９０μｍがさらに好ましい。
【０１５０】
　[高湿度処理後のフィルムの光学性能変化] 
　[セルロースアシレートフィルム物性評価]
　本発明のセルロースアシレートフィルムの環境変化による光学性能の変化については、
６０℃９０％ＲＨに２４０時間処理したフィルムのＲｅ（４００）、Ｒｅ（７００）、Ｒ
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ｔｈ（４００）およびＲｔｈ（７００）の変化量が１５ｎｍ以下であることがのぞましい
。よりのぞましくは１２ｎｍ以下であり、１０ｎｍ以下であることがさらにのぞましい。
　[高温度処理後のフィルムの光学性能変化] 
　また、８０℃２４０時間処理したフィルムのＲｅ（４００）、Ｒｅ（７００）、Ｒｔｈ
（４００）およびＲｔｈ（７００）の変化量が１５ｎｍ以下であることがのぞましい。よ
りのぞましくは１２ｎｍ以下であり、１０ｎｍ以下であることがさらにのぞましい。
　[フィルム加熱処理後の化合物揮散量] 
　本発明のセルロースアシレートフィルムにのぞましく用いることができる、Ｒｔｈを低
下させる化合物と、ΔＲｔｈを低下させる化合物は、８０℃２４０時間処理したフィルム
からの化合物の揮散量が３０％以下であることがのぞましい。よりのぞましくは２５％以
下以下であり、２０％以下であることがさらにのぞましい。
　なお、フィルムからの揮散量は、８０℃２４０時間処理したフィルムおよび未処理のフ
ィルムをそれぞれ溶媒に溶かし出し、高速液体クロマトグラフィーにて化合物を検出し、
化合物のピーク面積をフィルム中に残存した化合物量として、下記式により算出した。
　揮散量（％）＝ ｛（未処理品中の残存化合物量）－（処理品中の残存化合物量）｝/（
未処理品中の残存化合物量）×１００
【０１５１】
　[フィルムのガラス転移温度Ｔｇ] 
　本発明のセルロースアシレートフィルムのガラス転移温度Ｔｇは、８０～１６５℃であ
る。耐熱性の観点から、Ｔｇが１００～１６０℃であることがより好ましく、１１０～１
５０℃であることが特に好ましい。ガラス転移温度Ｔｇの測定は、本発明のセルロースア
シレートフィルム試料１０ｍｇを、常温から２００度まで昇降温速度５℃／分で示差走査
熱量計（ＤＳＣ２９１０、Ｔ．Ａ．インスツルメント）で熱量測定を行い、ガラス転移温
度Ｔｇを算出した。
【０１５２】
　[フィルムのヘイズ] 
　本発明のセルロースアシレートフィルムのヘイズは０．０１～２．０％であることがの
ぞましい。よりのぞましくは０．０５～１．５％であり、０．１～１．０％であることが
さらにのぞましい。光学フィルムとしてフィルムの透明性は重要である。ヘイズの測定は
、本発明のセルロースアシレートフィルム試料４０ｍｍ×８０ｍｍを、２５℃，６０％Ｒ
Ｈでヘイズメーター（ＨＧＭ－２ＤＰ、スガ試験機）でＪＩＳ　Ｋ－６７１４に従って測
定した。
【０１５３】
　[フィルムのＲｅ、Ｒｔｈの湿度依存性] 
　本発明のセルロースアシレートフィルムの面内のレターデーションＲｅ（λ）および膜
厚方向のレターデーションＲｔｈ（λ）はともに湿度による変化が小さいことが好ましい
。具体的には、２５℃１０％ＲＨにおけるＲｔｈ（４００）値と２５℃８０％ＲＨにおけ
るＲｔｈ（４００）値の差ΔＲｔｈ（４００）（＝Ｒｔｈ（４００）１０％ＲＨ－Ｒｔｈ
（４００）８０％ＲＨ）が０～５０ｎｍであることが好ましい。より好ましくは０～４０
ｎｍであり、さらに好ましくは０～３５ｎｍである。ΔＲｔｈ（７００）についても同様
の範囲が好ましい。２５℃１０％ＲＨにおけるＲｅ（４００）値と２５℃８０％ＲＨにお
けるＲｅ（４００）値の差ΔＲｅ（４００）（＝Ｒｅ（４００）１０％ＲＨ－Ｒｅ（４０
０）８０％ＲＨ）が０～１０ｎｍであることが好ましい。より好ましくは０～５ｎｍであ
り、さらに好ましくは０～２ｎｍである。ΔＲｅ（７００）についても同様の範囲が好ま
しい。
【０１５４】
　[フィルムの平衡含水率] 
　本発明のセルロースアシレートフィルムの平衡含水率は、偏光板の保護膜として用いる
際、ポリビニルアルコールなどの水溶性ポリマーとの接着性を損なわないために、膜厚の
いかんに関わらず、２５℃８０％ＲＨにおける平衡含水率が、０～４％であることが好ま
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しい。０.１～３．５％であることがより好ましく、１～３％であることが特に好ましい
。４％以上の平衡含水率であると、レターデーションの湿度変化による依存性が大きくな
りすぎてしまい好ましくない。
　含水率の測定法は、本発明のセルロースアシレートフィルム試料７ｍｍ×３５ｍｍを水
分測定器、試料乾燥装置（ＣＡ－０３、ＶＡ－０５、共に三菱化学（株））にてカールフ
ィッシャー法で測定した。水分量（ｇ）を試料質量（ｇ）で除して算出した。
【０１５５】
　[フィルムの透湿度] 
　本発明のセルロースアシレートフィルムの透湿度は、ＪＩＳ規格ＪＩＳＺ０２０８をも
とに、温度６０℃、湿度９５％ＲＨの条件において測定し、膜厚８０μｍに換算して４０
０～２０００ｇ／ｍ2・２４ｈであることがのぞましい。５００～１８００ｇ／ｍ2・２４
ｈであることがより好ましく、６００～１６００ｇ／ｍ2・２４ｈであることが特に好ま
しい。２０００ｇ／ｍ2・２４ｈを越えると、フィルムのＲｅ、Ｒｔｈの湿度依存性の絶
対値が０．５ｎｍ／％ＲＨを超える傾向が強くなってしまう。また、本発明のセルロース
アシレートフィルムに液晶性化合物層を積層して光学補償フィルムとした場合も、Ｒｅ値
、Ｒｔｈ値の湿度依存性の絶対値が０．５ｎｍ／％ＲＨを超える傾向が強くなってしまい
好ましくない。この光学補償シートや偏光板が液晶表示装置に組み込まれた場合、色味の
変化や視野角の低下を引き起こす。また、セルロースアシレートフィルムの透湿度が４０
０ｇ／ｍ2・２４ｈ未満では、偏光膜の両面などに貼り付けて偏光板を作製する場合に、
セルロースアシレートフィルムにより接着剤の乾燥が妨げられ、接着不良を生じる。
　セルロースアシレートフィルムの膜厚が厚ければ透湿度は小さくなり、膜厚が薄ければ
透湿度は大きくなる。そこでどのような膜厚のサンプルでも基準を８０μｍに設け換算す
る必要がある。膜厚の換算は、（８０μｍ換算の透湿度＝実測の透湿度×実測の膜厚μｍ
／８０μｍ）として求めた。
　透湿度の測定法は、「高分子の物性II」（高分子実験講座４　共立出版）の２８５頁～
２９４頁：蒸気透過量の測定（質量法、温度計法、蒸気圧法、吸着量法）に記載の方法を
適用することができ、本発明のセルロースアシレートフィルム試料７０ｍｍφを２５℃、
９０％ＲＨ及び６０℃、９５％ＲＨでそれぞれ２４時間調湿し、透湿試験装置（ＫＫ－７
０９００７、東洋精機（株））にて、ＪＩＳ　Ｚ－０２０８に従って、単位面積あたりの
水分量を算出（ｇ／ｍ2）し、透湿度＝調湿後質量－調湿前質量で求めた。
【０１５６】
　[フィルムの寸度変化] 
　本発明のセルロースアシレートフィルムの寸度安定性は、６０℃、９０％ＲＨの条件下
に２４時間静置した場合（高湿）の寸度変化率および９０℃、５％ＲＨの条件下に２４時
間静置した場合（高温）の寸度変化率がいずれも０.５％以下であることがのぞましい。
よりのぞましくは０.３％以下であり、さらにのぞましくは０.１５％以下である。
　具体的な測定方法としては、セルロースアシレートフィルム試料３０ｍｍ×１２０ｍｍ
を２枚用意し、２５℃、６０％ＲＨで２４時間調湿し、自動ピンゲージ（新東科学（株）
）にて、両端に６ｍｍφの穴を１００ｍｍの間隔で開け、パンチ間隔の原寸（Ｌ０）とし
た。１枚の試料を６０℃、９０％ＲＨにて２４時間処理した後のパンチ間隔の寸法（Ｌ１
）を測定、もう１枚の試料を９０℃、５％ＲＨにて２４時間処理した後のパンチ間隔の寸
法（Ｌ２）を測定した。すべての間隔の測定において最小目盛り１／１０００ｍｍまで測
定した。６０℃、９０％ＲＨ（高湿）の寸度変化率＝｛｜Ｌ０－Ｌ１｜／Ｌ０｝×１００
、９０℃、５％ＲＨ（高温）の寸度変化率＝｛｜Ｌ０－Ｌ２｜／Ｌ０｝×１００、として
寸度変化率を求めた。
【０１５７】
［フィルムの音速］
　本発明のセルロースアシレートフィルムの音速について、絶対値は特に限定しないが、
幅方向の音速ＶＴと長手方向の音速ＶＭとの比Ｒ（ＶＴ／ＶＭ）が、１．０５～１．５０
であることが望ましい。
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　よりのぞましくは、比が１．０６～１．４５である。さらにのぞましくは、比が１．０
７～１．４０である。比が１．５０を超える場合には、耐久性試験時のカールや光学性能
の変化が大きくなってしまう。音速の具体的な測定方法としては、ＮＯＭＵＲＡ製音速測
定装置ＳＳＴ－１１０を用い、２５℃・５５％ＲＨ雰囲気中で６時間以上調湿したフィル
ムについて、２５℃・５５％ＲＨ雰囲気にて、幅方向および長手方向の音速度を求めるこ
とにより、それらの比を求めた。
【０１５８】
［フィルムの引張弾性率］
　本発明のセルロースアシレートフィルムは、幅方向の引張弾性率が２４０～６００ｋｇ
ｆ／ｍｍ2 （２．３５ＧＰａ～５．８８ＧＰａ）であり、好ましくは２５０～５８０ｋｇ
ｆ／ｍｍ2 （２．４５ＧＰａ～５．６８ＧＰａ）であり、長手方向の引張弾性率が２３０
～４８０ｋｇｆ／ｍｍ2 （２．２５ＧＰａ～４．７０ＧＰａ）であり、好ましくは２４０
～４７０ｋｇｆ／ｍｍ2 （２．３５ＧＰａ～４．６１ＧＰａ）であり、前記幅方向と前記
長手方向の引張弾性率の比が、前者／後者として１．１５～１．８０であり、１．１６～
１．６０であることがよりのぞましい。
　さらにのぞましくは、幅方向の引張弾性率が２６０～５６０ｋｇｆ／ｍｍ2　 （２．５
５ＧＰａ～５．４９ＧＰａ）であり、長手方向の引張弾性率が２５０～４５０ｋｇｆ／ｍ
ｍ2 （２．４５ＧＰａ～４．４１ＧＰａ）であり、かつ、前記幅方向と前記長手方向の引
張弾性率の比が、前者／後者として１．１７～１．４０である。
　引張弾性率の具体的な測定方法としては、東洋ボールドウィン製万能引張試験機ＳＴＭ
　Ｔ５０ＢＰを用い、２３℃・７０％ＲＨ雰囲気中、引張速度１０％／分で０．５％伸び
における応力を測定し、弾性率を求めた。
【０１５９】
［フィルムの貯蔵弾性率］
　本発明のセルロースアシレートフィルムは、幅方向と長手方向の貯蔵弾性率がともに１
５０００～８００００ｋｇｆ／ｃｍ2 （１．４７ＧＰａ～７.８４ＧＰａ）であり、かつ
、幅方向と長手方向の貯蔵弾性率の比が前者／後者として１．１５～１．８０であること
がのぞましい。
　よりのぞましくは、幅方向と長手方向の貯蔵弾性率がともに１８０００～７５０００ｋ
ｇｆ／ｃｍ2（１．７６ＧＰａ～７.３５ＧＰａ）であり、かつ、幅方向と長手方向の貯蔵
弾性率の比が前者／後者として１．１６～１．６０である。さらにのぞましくは、搬送方
向とフィルム面内で直交する方向、搬送方向ともに貯蔵弾性率が２００００～７００００
ｋｇｆ／ｃｍ2 （１．９６ＧＰａ～６．８６ＧＰａ）であり、かつ、かつ、幅方向と長手
方向の貯蔵弾性率の比が前者／後者として１．１７～１．４０である。
　具体的な測定方法は、温度を変化させながらの動的粘弾性測定より貯蔵弾性率をもとめ
た。
【０１６０】
［フィルムの光弾性係数］
　本発明のセルロースアシレートフィルムは、幅方向および長手方向の光弾性係数がとも
に２５×１０-13ｃｍ2／ｄｙｎｅ（２．５×１０-13Ｎ／ｍ２）以下であり、かつ、幅方
向と長手方向の貯蔵弾性率の比が前者／後者として０．６０～０．９７であることがのぞ
ましい。
　よりのぞましくは、搬送方向とフィルム面内で直交する方向の光弾性係数および搬送方
向の光弾性係数がともに２２×１０-13ｃｍ2／ｄｙｎｅ（２．２×１０-13Ｎ／ｍ２）以
下であり、かつ、幅方向と長手方向の貯蔵弾性率の比が前者／後者として０．６５～０．
９６である。
　さらにのぞましくは、搬送方向とフィルム面内で直交する方向の光弾性係数および搬送
方向の光弾性係数がともに２０×１０-13ｃｍ2／ｄｙｎｅ（２．０×１０-13Ｎ／ｍ２）
以下であり、かつ、幅方向と長手方向の貯蔵弾性率の比が前者／後者として０．７０～０
．９５である。
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　具体的な測定方法としては、本発明のセルロースアシレートフィルム試料１２ｍｍ×１
２０ｍｍの幅方向または長手方向に対して引っ張り応力をかけ、その際のレターデーショ
ンをエリプソメーター（Ｍ１５０、日本分光（株））で測定し、応力に対するレターデー
ションの変化量から光弾性係数を算出した。
【０１６１】
[延伸前後における正面レターデーション変化、遅相軸の検出]
　帯状のフィルムから試料、長手方向１００ｍｍ×幅方向１００ｍｍを切り出し、固定一
軸延伸機を用いて温度１４０℃の条件下で長手方向（ＭＤ方向）と平行または巾方向（Ｔ
Ｄ方向）と平行に延伸を行った。延伸前後における各試料の正面レターデーションＲｅは
自動複屈折計ＫＯＢＲＡ２１ＡＤＨを用いて測定した。遅相軸の検出は上記のレターデー
ション測定の際に得られる配向角から決定した。偏光膜直近に配置されるセルロースアシ
レートフィルムは、延伸によってＲｅの変化が小さいことが好ましく、具体的にはＲｅ(
ｎ)をｎ(％)延伸したフィルムの正面レターデーション(ｎｍ)、Ｒｅ(０)を延伸していな
いフィルムの正面レターデーション(ｎｍ)としたときに、｜Ｒｅ(ｎ)－Ｒｅ(０)｜／ｎ≦
１．０を有することが好ましく、｜Ｒｅ(ｎ)－Ｒｅ(０)｜／ｎ≦０．３以下がさらに好ま
しい。
【０１６２】
[遅相軸を有する方向]
　本発明のセルロースアシレートフィルムを偏光膜の保護フィルムに用いる場合、偏光膜
が機械搬送方向（ＭＤ方向）に吸収軸を持つため、セルロースアシレートフィルムは遅相
軸がＭＤ方向近傍またはＴＤ方向近傍にあることがのぞましい。遅相軸が偏光膜と平行ま
たは直交させることにより光漏れや色味変化を低減できる。近傍とは、遅相軸とＭＤまた
はＴＤ方向が０～１０°、好ましくは０～５°の範囲にあることを表す。
【０１６３】
[固有複屈折が正であるセルロースアシレートフィルム]
　本発明のセルロースアシレートフィルムは、フィルム面内において、遅相軸を有する方
向に延伸すると正面レターデーションＲeが大きくなり、遅相軸を有する方向と垂直な方
向に延伸すると正面レターデーションＲeが小さくなる。このことは固有複屈折が正であ
ることを示しており、フィルム中で発現したＲeを打ち消すには遅相軸と垂直方向に延伸
することが有効である。この方法としては例えば、フィルムがＭＤ方向に遅相軸を有して
いる場合にＭＤとは垂直な方向（ＴＤ方向）にテンター延伸を用いて正面Ｒeを小さくす
ることが考えられる。逆の例として、ＴＤ方向に遅相軸を有している場合にはＭＤ方向と
平行な搬送ロールの張力を強めて延伸することによって正面Ｒｅを小さくすることが考え
られる。
【０１６４】
　上記各種物性は、後述する延伸処理または収縮処理等の配向処理条件を適宜調節するこ
とにより達成され得る。
【０１６５】
[本発明のセルロースアシレートフィルムの評価方法]
　本発明のセルロースアシレートフィルムの評価に当たって、以下の方法で測定して実施
した。
【０１６６】
　（正面レターデーションＲｅ、膜厚方向のレターデーションＲｔｈ）
　Ｒｅ(λ)はKOBRA　21ADH（王子計測機器（株）製）において波長λｎｍの光をフィルム
法線方向に入射させて測定される。Ｒｔｈ(λ)は前記Ｒｅ(λ)、面内の遅相軸（KOBRA　2
1ADHにより判断される）を傾斜軸（回転軸）としてフィルム法線方向に対して＋４０°傾
斜した方向から波長λnｍの光を入射させて測定したレターデーション値、および面内の
遅相軸を傾斜軸（回転軸）としてフィルム法線方向に対して－４０°傾斜した方向から波
長λnｍの光を入射させて測定したレターデーション値の計３つの方向で測定したレター
デーション値と平均屈折率の仮定値及び入力された膜厚値を基にKOBRA　21ADHが算出する
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。ここで平均屈折率の仮定値はポリマーハンドブック（JOHN　WILEY＆SONS，INC）、各種
光学フィルムのカタログの値を使用することができる。平均屈折率の値が既知でないもの
についてはアッベ屈折計で測定することができる。主な光学フィルムの平均屈折率の値を
以下に例示する：セルロースアシレート（１．４８）、シクロオレフィンポリマー（１．
５２）、ポリカーボネート（１．５９）、ポリメチルメタクリレート（１．４９）、ポリ
スチレン（１．５９）である。これら平均屈折率の仮定値と膜厚を入力することで、KOBR
A　21ADHはｎｘ、ｎｙ、ｎｚを算出する。
【０１６７】
　（透過率）
　試料２０ｍｍ×７０ｍｍを、２５℃，６０％ＲＨで透明度測定器（ＡＫＡ光電管比色計
、ＫＯＴＡＫＩ製作所）で可視光（６１５ｎｍ）の透過率を測定した。
【０１６８】
[フィルム表面の性状]
（表面形状）
　本発明のセルロースアシレートフィルムの表面は、ＪＩＳＢ０６０１－１９９４に基づ
く該膜の表面凹凸の算術平均粗さ（Ｒａ）が０．１μｍ以下、及び最大高さ（Ｒｙ）が０
．５μｍ以下であることが好ましい。好ましくは、算術平均粗さ（Ｒａ）が０．０５μｍ
以下、及び最大高さ（Ｒｙ）が０．２μｍ以下である。膜表面の凹と凸の形状は、原子間
力顕微鏡（ＡＦＭ）により評価することが出来る。
（表面エネルギー）
　本発明のセルロースアシレートフィルムの表面エネルギーは以下の方法により測定した
。すなわち、試料を水平な台の上に水平にのせ、試料表面に一定量の水、およびヨウ化メ
チレンをのせてから一定時間後の試料表面での水、およびヨウ化メチレンの接触角を求め
た。更に測定した接触角から、Ｏｗｅｎｓの方法により表面エネルギーを求めた。
【０１６９】
　[セルロースアシレートフィルムのレターデーションの面内ばらつき] 
　本発明のセルロースアシレートフィルムは次の式を満たすことがのぞましい。
　｜Ｒｅ(MAX)－Ｒｅ(MIN)｜≦3かつ｜Ｒｔｈ(MAX)－Ｒｔｈ(MIN)｜≦5 
　［式中、Ｒｅ(MAX)、Ｒｔｈ(MAX)は任意に切り出した1ｍ四方のフィルムの最大レター
デーション値、Ｒｅ(MIN)、Ｒｔｈ(MIN)は最小値である。］
【０１７０】
[フィルムの保留性]
　本発明のセルロースアシレートフィルムにおいては、フィルムに添加した各種化合物の
保留性が要求される。具体的には、本発明のセルロースアシレートフィルムを８０℃／９
０％ＲＨの条件下に４８時間静置した場合のフィルムの質量変化が、０～５％であること
が好ましい。より好ましくは０～３％であり、さらに好ましくは０～２％である。
〈保留性の評価方法〉
　試料を１０ｃｍ×１０ｃｍのサイズに断裁し、２３℃、５５％ＲＨの雰囲気下で２４時
間放置後の質量を測定して、８０±５℃、９０±１０％ＲＨの条件下で４８時間放置した
。処理後の試料の表面を軽く拭き、２３℃、５５％ＲＨで１日放置後の質量を測定して、
以下の方法で保留性を計算した。
　保留性（質量％）＝｛（放置前の質量－放置後の質量）／放置前の質量｝×１００
【０１７１】
[フィルムの力学特性]
（カール）
　本発明のセルロースアシレートフィルムの幅方向のカール値は、－１０／ｍ～＋１０／
ｍであることが好ましい。本発明のセルロースアシレートフィルムには後述する表面処理
、光学異方性層を塗設する際のラビング処理の実施や配向膜、光学異方性層の塗設や貼合
などを長尺で行う際に、本発明のセルロースアシレートフィルムの幅方向のカール値が前
述の範囲外では、フィルムのハンドリングに支障をきたし、フィルムの切断が起きること
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がある。また、フィルムのエッジや中央部などで、フィルムが搬送ロールと強く接触する
ために発塵しやすくなり、フィルム上への異物付着が多くなり、光学補償フィルムの点欠
陥や塗布スジの頻度が許容値を超えることがある。また、カールを上述の範囲とすること
で光学異方性層を設置するときに発生しやすい色斑故障を低減できるほか、偏光膜貼り合
せ時に気泡が入ることを防ぐことができ、好ましい。
　カール値は、アメリカ国家規格協会の規定する測定方法（ＡＮＳＩ／ＡＳＣＰＨ１．２
９－１９８５）に従い測定することができる。
【０１７２】
（引裂き強度）
　ＪＩＳＫ７１２８－２：１９９８の引裂き試験方法に基づく引裂き強度（エルメンドル
フ引裂き法）が、本発明のセルロースアシレートフィルムの膜厚が２０～８０μｍの範囲
において、２ｇ以上が好ましい。より好ましくは、５～２５ｇであり、更には６～２５ｇ
である。また、６０μｍ換算で８ｇ以上が好ましく、より好ましくは８～１５ｇである。
具体的には、試料片５０ｍｍ×６４ｍｍを、２５℃、６５％ＲＨの条件下に２時間調湿し
た後に軽荷重引裂き強度試験機を用いて測定できる。
【０１７３】
［フィルムの残留溶剤量］
　本発明のセルロースアシレートフィルムに対する残留溶剤量が、０．０１～１．５質量
％の範囲となる条件で乾燥することが好ましい。より好ましくは０．０１～１．０質量％
である。残留溶剤量を１．５質量％以下とすることでカールを抑制できる。１．０質量％
以下であることがより好ましい。これは、前述のソルベントキャスト方法による成膜時の
残留溶剤量を少なくすることで自由堆積が小さくなることが主要な効果要因になるためと
思われる。
【０１７４】
[フィルムの吸湿膨張係数]
　本発明のセルロースアシレートフィルムの吸湿膨張係数は３０×１０-5／％ＲＨ以下と
することが好ましい。吸湿膨張係数は、１５×１０-5／％ＲＨ以下とすることが好ましく
、１０×１０-5／％ＲＨ以下であることがさらに好ましい。また、吸湿膨張係数は小さい
方が好ましいが、通常は、１．０×１０-5／％ＲＨ以上の値である。吸湿膨張係数は、一
定温度下において相対湿度を変化させた時の試料の長さの変化量を示す。この吸湿膨張係
数を調節することで、本発明のセルロースアシレートフィルムを光学補償フィルム支持体
として用いた際、光学補償フィルムの光学補償機能を維持したまま、額縁状の透過率上昇
すなわち歪みによる光漏れを防止することができる。
【０１７５】
［機能層］
　本発明のセルロースアシレートフィルムは、その用途として光学用途と写真感光材料に
適用される。特に光学用途が液晶表示装置であることが好ましく、液晶表示装置が、二枚
の電極基板の間に液晶を担持してなる液晶セル、その両側に配置された二枚の偏光板、お
よび該液晶セルと該偏光板との間に少なくとも一枚の光学補償シートを配置した構成であ
ることがさらに好ましい。これらの液晶表示装置としては、ＴＮ、ＩＰＳ、ＦＬＣ、ＡＦ
ＬＣ、ＯＣＢ、ＳＴＮ、ＥＣＢ、ＶＡおよびＨＡＮが好ましい。とくにＩＰＳおよびＶＡ
が好ましい。
　その際に前述の光学用途に本発明のセルロースアシレートフィルムを用いるに際し、各
種の機能層を付与することが実施される。それらは、例えば、帯電防止層、硬化樹脂層（
透明ハードコート層）、反射防止層、易接着層、防眩層、光学補償層、配向層、液晶層な
どである。本発明のセルロースアシレートフィルムを用いることができるこれらの機能層
及びその材料としては、界面活性剤、滑り剤、マット剤、帯電防止層、ハードコート層な
どが挙げられ、発明協会公開技報公技番号２００１－１７４５号（２００１年３月１５日
発行、発明協会）にて３２頁～４５頁に詳細に記載されており、本発明において好ましく
用いることができる。
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【０１７６】
［用途（偏光板）］
　本発明のセルロースアシレートフィルムの用途について説明する。
　本発明のセルロースアシレートフィルムは特に偏光板用の保護フィルム用として有用で
ある。偏光板は偏光膜及びその両面を保護する保護フィルムで構成されており、更に該偏
光板の一方の面にプロテクトフィルムを、反対面にセパレートフィルムを貼合して構成さ
れる。プロテクトフィルム及びセパレートフィルムは偏光板出荷時、製品検査時等におい
て偏光板を保護する目的で用いられる。この場合、プロテクトフィルムは、偏光板の表面
を保護する目的で貼合され、偏光板を液晶セルへ貼合する面の反対面側に用いられる。ま
た、セパレートフィルムは液晶セルへ貼合する接着層をカバーする目的で用いられ、偏光
板を液晶セルへ貼合する面側に用いられる。プロテクトフィルムは、本発明のセルロース
アシレートフィルムを用いてもよい。
【０１７７】
　偏光膜は、Optiva社製のものに代表される塗布型偏光膜、もしくはバインダーと、ヨウ
素または二色性色素からなる偏光膜が好ましい。
　偏光膜におけるヨウ素および二色性色素は、バインダー中で配向することで偏向性能を
発現する。ヨウ素および二色性色素は、バインダー分子に沿って配向するか、もしくは二
色性色素が液晶のような自己組織化により一方向に配向することが好ましい。
　現在、汎用の偏光膜は、延伸したポリマーを、浴槽中のヨウ素もしくは二色性色素の溶
液に浸漬し、バインダー中にヨウ素、もしくは二色性色素をバインダー中に浸透させるこ
とで作製されるのが一般的である。汎用の偏光膜は、ポリマー表面から４μｍ程度（両側
合わせて８μｍ程度）にヨウ素もしくは二色性色素が分布しており、十分な偏光性能を得
るためには、少なくとも１０μｍの厚みが必要である。浸透度は、ヨウ素もしくは二色性
色素の溶液濃度、同浴槽の温度、同浸漬時間により制御することができる。
【０１７８】
　偏光膜のバインダーは架橋していてもよい。架橋しているバインダーは、それ自体架橋
可能なポリマーを用いることができる。官能基を有するポリマーあるいはポリマーに官能
基を導入して得られるバインダーを、光、熱あるいはｐＨ変化により、バインダー間で反
応させて偏光膜を形成することができる。
　また、架橋剤によりポリマーに架橋構造を導入してもよい。反応活性の高い化合物であ
る架橋剤を用いてバインダー間に架橋剤に由来する結合基を導入して、バインダー間を架
橋することにより形成することができる。
　架橋は一般に、ポリマーまたはポリマーと架橋剤の混合物を含む塗布液を、透明支持体
上に塗布したのち、加熱を行なうことにより実施される。最終商品の段階で耐久性が確保
できれば良いため、架橋させる処理は、最終の偏光板を得るまでのいずれの段階で行なっ
ても良い。
【０１７９】
　偏光膜のバインダーは、それ自体架橋可能なポリマーあるいは架橋剤により架橋される
ポリマーのいずれも使用することができる。ポリマーの例には、ポリメチルメタクリレー
ト、ポリアクリル酸、ポリメタクリル酸、ポリスチレン、ゼラチン、ポリビニルアルコー
ル、変性ポリビニルアルコール、ポリ（Ｎ－メチロールアクリルアミド）、ポリビニルト
ルエン、クロロスルホン化ポリエチレン、ニトロセルロース、塩素化ポリオレフィン（例
、ポリ塩化ビニル）、ポリエステル、ポリイミド、ポリ酢酸ビニル、ポリエチレン、カル
ボキシメチルセルロース、ポリプロピレン、ポリカーボネートおよびそれらのコポリマー
（例、アクリル酸／メタクリル酸共重合体、スチレン／マレインイミド共重合体、スチレ
ン／ビニルトルエン共重合体、酢酸ビニル／塩化ビニル共重合体、エチレン／酢酸ビニル
共重合体）が含まれる。水溶性ポリマー（例、ポリ（Ｎ－メチロールアクリルアミド）、
カルボキシメチルセルロース、ゼラチン、ポリビニルアルコールおよび変性ポリビニルア
ルコール）が好ましく、ゼラチン、ポリビニルアルコールおよび変性ポリビニルアルコー
ルがさらに好ましく、ポリビニルアルコールおよび変性ポリビニルアルコールが最も好ま
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しい。
【０１８０】
　ポリビニルアルコールおよび変性ポリビニルアルコールのケン化度は、７０乃至１００
％が好ましく、８０乃至１００％がさらに好ましく、９５乃至１００％が最も好ましい。
ポリビニルアルコールの重合度は、１００乃至５０００が好ましい。
　変性ポリビニルアルコールは、ポリビニルアルコールに対して、共重合変性、連鎖移動
変性あるいはブロック重合変性により変性基を導入して得られる。共重合変性では、変性
基として、ＣＯＯＮａ、Ｓｉ（ＯＨ）３、Ｎ（ＣＨ３）３・Ｃｌ、Ｃ９Ｈ１９ＣＯＯ、Ｓ
Ｏ３Ｎａ、Ｃ１２Ｈ２５を導入することができる。連鎖移動変性では、変性基として、Ｃ
ＯＯＮａ、ＳＨ、ＳＣ１２Ｈ２５を導入することができる。変性ポリビニルアルコールの
重合度は、１００乃至３０００が好ましい。変性ポリビニルアルコールについては、特開
平８－３３８９１３号、同９－１５２５０９号および同９－３１６１２７号の各公報に記
載がある。
　ケン化度が８５乃至９５％の未変性ポリビニルアルコールおよびアルキルチオ変性ポリ
ビニルアルコールが特に好ましい。
　ポリビニルアルコールおよび変性ポリビニルアルコールは、二種以上を併用してもよい
。
【０１８１】
　バインダーの架橋剤は、多く添加すると、偏光膜の耐湿熱性を向上させることができる
。ただし、バインダーに対して架橋剤を５０質量％以上添加すると、ヨウ素、もしくは二
色性色素の配向性が低下する。架橋剤の添加量は、バインダーに対して、０．１乃至２０
質量％が好ましく、０．５乃至１５質量％がさらに好ましい。
　バインダーは、架橋反応が終了した後でも、反応しなかった架橋剤をある程度含んでい
る。ただし、残存する架橋剤の量は、バインダー中に１．０質量％以下であることが好ま
しく、０．５質量％以下であることがさらに好ましい。バインダー層中に１．０質量％を
超える量で架橋剤が含まれていると、耐久性に問題が生じる場合がある。すなわち、架橋
剤の残留量が多い偏光膜を液晶表示装置に組み込み、長期使用、あるいは高温高湿の雰囲
気下に長期間放置した場合に、偏光度の低下が生じることがある。架橋剤については、米
国再発行特許２３２９７号明細書に記載がある。また、ホウ素化合物（例、ホウ酸、硼砂
）も、架橋剤として用いることができる。
【０１８２】
　二色性色素としては、アゾ系色素、スチルベン系色素、ピラゾロン系色素、トリフェニ
ルメタン系色素、キノリン系色素、オキサジン系色素、チアジン系色素あるいはアントラ
キノン系色素が用いられる。二色性色素は、水溶性であることが好ましい。二色性色素は
、親水性置換基（例、スルホ、アミノ、ヒドロキシル）を有することが好ましい。二色性
色素の例には、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・イエロー１２、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・オレンジ３９
、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・オレンジ７２、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド３９、Ｃ．Ｉ．ダイ
レクト・レッド７９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド８１、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド８
３、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・レッド８９、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・バイオレット４８、Ｃ．Ｉ
．ダイレクト・ブルー６７、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・ブルー９０、Ｃ．Ｉ．ダイレクト・グ
リーン５９、Ｃ．Ｉ．アシッド・レッド３７が含まれる。二色性色素については、特開平
１－１６１２０２号、同１－１７２９０６号、同１－１７２９０７号、同１－１８３６０
２号、同１－２４８１０５号、同１－２６５２０５号、同７－２６１０２４号の各公報に
記載がある。二色性色素は、遊離酸、あるいはアルカリ金属塩、アンモニウム塩またはア
ミン塩として用いられる。二種類以上の二色性色素を配合することにより、各種の色相を
有する偏光膜を製造することができる。偏光軸を直交させた時に黒色を呈する化合物（色
素）を用いた偏光膜、あるいは黒色を呈するように各種の二色性分子を配合した偏光膜ま
たは偏光板が、単板透過率および偏光率とも優れており好ましい。
【０１８３】
　（液晶表示装置の構成）
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　液晶表示装置には通常２枚の偏光板の間に液晶セルが配置されているが、本発明のセル
ロースアシレートフィルムを適用した保護フィルムはどの部位に配置しても優れた表示性
が得られる。特に液晶表示装置の表示側最表面の偏光板の保護フィルムには透明ハードコ
ート層、防眩層、反射防止層等が設けられるため、該保護フィルムをこの部分に用いるこ
とが得に好ましい。
【０１８４】
　本発明の偏光板を作製するにあたり、本発明のセルロースアシレートフィルムを偏光膜
の保護フィルム（偏光板用保護フィルム）として用いるために、偏光膜と貼り合わせる側
の表面とポリビニルアルコールを主成分とする偏光膜との接着性を良好にすることが必要
である。接着性が不充分の場合は、偏光板を作製した後に液晶表示装置等のパネルに適宜
用いるための加工性が不良であったり、または耐久性が不足して、長期の使用での剥れ等
が問題となる。接着には、粘着剤を使用することもでき、粘着剤の成分としては、例えば
ポリビニルアルコール、ポリビニルブチラール等のポリビニルアルコール系粘着剤や、ブ
チルアクリレート等のビニル系ラテックス等が挙げられる。接着性を考慮するには表面エ
ネルギーを指標に考えれば良く、偏光膜の主成分であるポリビニルアルコールか、もしく
はポリビニルアルコールかビニル系ラテックスを主成分とする粘着剤からなる粘着剤層の
表面エネルギーと貼り合せる保護フィルムの表面エネルギーがより近ければ貼合性と貼合
した偏光板の加工性と耐久性がより向上される。これらのことから、偏光膜または粘着剤
と貼り合わせる側の表面エネルギーを親水化処理等の表面処理により所望の範囲内にする
ことで、ポリビニルアルコールを主成分とする偏光膜との接着性を充分に付与することが
できる。
【０１８５】
　本発明のセルロースアシレートフィルムは、通常、光学異方性を低下させる化合物や、
波長分散調整剤等の添加剤を含有しているため、フィルムの表面はより疎水的となってい
る。そのため上記の親水化処理による貼合性を向上させることが、偏光板の加工性と耐久
性を付与する上でより必要となる。
【０１８６】
　親水化処理等の表面処理等を行う前の、製膜後のフィルムの表面エネルギーは、前記添
加剤を使用するため疎水化されており、フィルムの光学特性や力学特性の湿度依存性や、
前記貼合性を向上するための処理の容易性の観点から、３０ｍＮ／ｍ以上５０ｍＮ／ｍ以
下が好ましく、４０ｍＮ／ｍ以上４８ｍＮ／ｍ以下がより好ましい。処理前の表面エネル
ギーが３０ｍＮ／ｍ未満では後述の親水化処理により貼合性を良好にするためには、大き
なエネルギーが必要となり、結果的にフィルム特性を劣化させたり、または生産性との両
立が困難となる。また処理前の表面エネルギーが５０ｍＮ／ｍを超えると、フィルム自身
の親水性が大きすぎて、フィルムの光学性能や力学特性の湿度依存性が大きすぎて問題と
なってしまう。
【０１８７】
　また、ポリビニルアルコール表面の表面エネルギーは、併用する添加剤や乾燥の程度や
用いる粘着剤にもよるが６０ｍＮ／ｍ以上８０ｍＮ／ｍ以下の範囲にあることから、後述
の親水化処理等の表面処理後の本発明のフィルムの、偏光膜と貼り合せる側の面の表面エ
ネルギーとしては、５０ｍＮ／ｍ以上８０ｍＮ／ｍ以下が好ましく、６０ｍＮ／ｍ以上７
５ｍＮ／ｍ以下がより好ましく、６５ｍＮ／ｍ以上７５ｍＮ／ｍ以下が更に好ましい。
【０１８８】
［親水化処理等の表面処理］
　本発明のフィルム表面の親水化処理は、公知の方法で行うことが出来る。例えば、コロ
ナ放電処理、グロー放電処理、紫外線照射処理、火炎処理、オゾン処理、酸処理、アルカ
リ処理等で該フィルム表面を改質する方法が挙げられる。ここでいうグロー放電処理とは
、１０-3～２０Ｔｏｒｒ（０．１３３～２６６０Ｐａ）の低圧ガス下でおこる低温プラズ
マでもよく、更にまた大気圧下でのプラズマ処理も好ましい。上記のような条件において
プラズマ励起されるプラズマ励起性気体としては、アルゴン、ヘリウム、ネオン、クリプ
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トン、キセノン、窒素、二酸化炭素、テトラフルオロメタンの様なフロン類及びそれらの
混合物などがあげられる。これらについては、詳細が発明協会公開技報公技番号２００１
－１７４５号（２００１年３月１５日発行、発明協会）にて３０頁～３２頁に詳細に記載
されており、本発明において好ましく用いることができる。
【０１８９】
［アルカリ鹸化処理］
　これらの中でも特に好ましくは、アルカリ鹸化処理でありセルロースアセテートフィル
ムの表面処理としては極めて有効である。処理方法として、以下の方法が挙げられる。
【０１９０】
（１）浸漬法
　アルカリ液の中にフィルムを適切な条件で浸漬して、フィルム全表面のアルカリと反応
性を有する全ての面を鹸化処理する手法であり、特別な設備を必要としないため、コスト
の観点で好ましい。アルカリ液は、水酸化ナトリウム水溶液であることが好ましい。好ま
しい濃度は０．５～３ｍｏｌ／ｌであり、特に好ましくは１～２ｍｏｌ／ｌである。好ま
しいアルカリ液の液温は２５～７０℃、特に好ましくは３０～６０℃である。
　アルカリ液に浸漬した後は、フィルムの中にアルカリ成分が残留しないように、水で十
分に水洗したり、希薄な酸に浸漬してアルカリ成分を中和することが好ましい。
【０１９１】
　鹸化処理することにより、フィルムの両面が親水化される。偏光板用保護フィルムは、
親水化された表面を偏光膜と接着させて使用する。
　親水化された表面は、ポリビニルアルコールを主成分とする偏光膜との接着性を改良す
るのに有効である。
【０１９２】
　一方、浸漬法では保護フィルムが反射防止層を有する場合、その主面までアルカリによ
るダメージを受ける為、必要最小限の反応条件とすることが重要となる。アルカリによる
反射防止層の受けるダメージの指標として、反対側の主面の支持体の水に対する接触角を
用いた場合、特に支持体がセルローストリアセテートであれば、好ましくは２０度～５０
度、より好ましくは３０度～５０度、さらに好ましくは４０度～５０度となる。この範囲
で、反射防止フィルムの受けるダメージに実害が無く、かつ偏光膜との接着性を保持でき
る。
【０１９３】
（２）アルカリ液塗布法
　上述の浸漬法における反射防止フィルムへのダメージを回避する手段として、適切な条
件でアルカリ液を反射防止フィルムを有する主面と反対側の主面のみに塗布、加熱、水洗
、乾燥するアルカリ液塗布法が好ましく用いられる。アルカリ液及び処理は、特開２００
２－８２２２６号公報、国際公開第０２／４６８０９号パンフレットに記載の内容が挙げ
られる。ただし、別途、アルカリ液を塗布する設備、工程が必要となるため、コストの観
点では（１）の浸漬法に劣る。
【０１９４】
［プラズマ処理］
　本発明に用いられるプラズマ処理としては、真空グロー放電、大気圧グロー放電等によ
るものがあり、その他の方法としてフレームプラズマ処理等の方法があげられる。これら
は、例えば特開平６－１２３０６２号公報、特開平１１－２９３０１１号公報、同１１－
５８５７号公報等に記載された方法を用いることが出来る。
【０１９５】
　プラズマ処理によれば、プラズマ中においたプラスチックフィルムの表面を処理するこ
とで、これに強い親水性を与える事が出来る。例えば、上記のグロー放電によるプラズマ
発生装置中においては相対する電極の間にこれらの親水性を付与しようとするフィルムを
置き、この装置中にプラズマ励起性気体を導入し、電極間に高周波電圧を印加する事によ
り、該気体をプラズマ励起させ電極間にグロー放電を行わせることにより表面処理が行え



(58) JP 4740604 B2 2011.8.3

10

20

30

40

50

る。中でも大気圧グロー放電によるものが好ましく用いられる。
【０１９６】
[コロナ放電処理]
　表面処理のうち、コロナ放電処理は、最もよく知られている方法であり、従来公知のい
ずれの方法、例えば特公昭４８－５０４３号公報、同４７－５１９０５号公報、特開昭４
７－２８０６７号公報、同４９－８３７６７号公報、同５１－４１７７０号公報、同５１
－１３１５７６号公報等に開示された方法により達成することができる。コロナ処理に使
用するコロナ処理機としては、現在プラスチックフィルム等の表面改質の手段として使用
されている市販の各種コロナ処理機の適用が可能であり、中でもＳＯＦＴＡＬ（ソフタル
）社のマルチナイフ電極を有するコロナ処理機は多数本の電極で構成され、さらに電極の
間に空気を送る構造となっており、フィルムの加熱防止やフィルム表面に出てくる低分子
の除去等がおこなえるので、エネルギー効率が非常に高く、高コロナ処理が可能となるの
で、本発明には特に有用なコロナ処理機である。
【０１９７】
　本発明のセルロースアシレートフィルムを偏光板用保護フィルム等の目的で使用するた
めにはセルロースアシレートフィルムの少なくとも片面の表面エネルギーを適当な範囲内
にすることが必要であり、そのため前述のような表面処理を行う。一方、本発明のセルロ
ースアシレートフィルムに表面処理を行うことにより、セルロースアシレートフィルム中
に含有する添加剤の揮散／溶出／分解が発生する可能性があり、セルロースアシレートフ
ィルムの光学性能やフィルム性能や耐久性が劣化する懸念がある。また揮散や溶出が発生
する場合には更に処理系を汚染し処理性を低下させてしまい、連続的に処理を行うことが
できなくなる。そのため添加剤量の低下を抑制することが必要であり、表面処理による添
加剤の添加量の変化量は、処理前の添加剤の全添加量の０．２％以下であることが好まし
く、０．１％以下であることがより好ましく、０．０１％以下であることが更に好ましい
。
【０１９８】
［用途（光学補償フィルム）］
　本発明のセルロースアシレートフィルムは、様々な用途で用いることができ、液晶表示
装置の光学補償フィルムとして用いると特に効果がある。なお、光学補償フィルムとは、
一般に液晶表示装置に用いられ、位相差を補償する光学材料のことを指し、位相差板、光
学補償シートなどと同義である。光学補償フィルムは複屈折性を有し、液晶表示装置の表
示画面の着色を取り除いたり、視野角特性を改善したりする目的で用いられる。本発明の
セルロースアシレートフィルムはＲｅ(630)およびＲｔｈ(630)が０≦Ｒｅ≦１０ｎｍかつ
｜Ｒｔｈ(630)｜≦２５ｎｍと光学的異方性が小さく、好ましくは｜Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700
)｜≦１０かつ｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜≦３５と波長分散が小さいため、余計な異
方性を生じず、複屈折を持つ光学異方性層を併用すると光学異方性層の光学性能のみを発
現することができる。
【０１９９】
　したがって本発明のセルロースアシレートフィルムを液晶表示装置の光学補償フィルム
として用いる場合、併用する光学異方性層のＲｅ(630)およびＲｔｈ(630)はＲｅ(630)＝
０～２００ｎｍかつ｜Ｒｔｈ(630)｜＝０～４００ｎｍであることが好ましく、この範囲
であればどのような光学異方性層でも良い。本発明のセルロースアシレートフィルムが使
用される液晶表示装置の液晶セルの光学性能や駆動方式に制限されず、光学補償フィルム
として要求される、どのような光学異方性層も併用することができる。併用される光学異
方性層としては、液晶性化合物を含有する組成物から形成しても良いし、複屈折を持つポ
リマーフィルムから形成しても良い。
　前記液晶性化合物としては、ディスコティック液晶性化合物または棒状液晶性化合物が
好ましい。
【０２００】
（ディスコティック液晶性化合物）
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　本発明に使用可能なディスコティック液晶性化合物の例には、様々な文献（Ｃ．Ｄｅｓ
ｔｒａｄｅ　ｅｔ　ａｌ．，Ｍｏｌ．Ｃｒｙｓｒ．Ｌｉｑ．Ｃｒｙｓｔ．，ｖｏｌ．７１
，ｐａｇｅ　１１１（１９８１）；日本化学会編、季刊化学総説、Ｎｏ．２２、液晶の化
学、第５章、第１０章第２節（１９９４）；Ｂ．Ｋｏｈｎｅ　ｅｔ　ａｌ．，Ａｎｇｅｗ
．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．Ｃｈｅｍ．Ｃｏｍｍ．，ｐａｇｅ　１７９４（１９８５）；Ｊ．Ｚ
ｈａｎｇ　ｅｔ　ａｌ．，Ｊ．Ａｍ．Ｃｈｅｍ．Ｓｏｃ．，ｖｏｌ．１１６，ｐａｇｅ　
２６５５（１９９４））に記載の化合物が含まれる。
【０２０１】
　光学異方性層において、ディスコティック液晶性分子は配向状態で固定されているのが
好ましく、重合反応により固定されているのが最も好ましい。ディスコティック液晶性分
子の重合については、特開平８－２７２８４公報に記載がある。ディスコティック液晶性
分子を重合により固定するためには、ディスコティック液晶性分子の円盤状コアに、置換
基として重合性基を結合させる必要がある。ただし、円盤状コアに重合性基を直結させる
と、重合反応において配向状態を保つことが困難になる。そこで、円盤状コアと重合性基
との間に、連結基を導入する。重合性基を有するディスコティック液晶性分子について、
特開２００１－４３８７号公報に開示されている。
【０２０２】
（棒状液晶性化合物）
　本発明において、使用可能な棒状液晶性化合物の例には、アゾメチン類、アゾキシ類、
シアノビフェニル類、シアノフェニルエステル類、安息香酸エステル類、シクロヘキサン
カルボン酸フェニルエステル類、シアノフェニルシクロヘキサン類、シアノ置換フェニル
ピリミジン類、アルコキシ置換フェニルピリミジン類、フェニルジオキサン類、トラン類
およびアルケニルシクロヘキシルベンゾニトリル類が含まれる。以上のような低分子液晶
性化合物だけではなく、高分子液晶性化合物も用いることができる。
【０２０３】
　光学異方性層において、棒状液晶性分子は配向状態で固定されているのが好ましく、重
合反応により固定されているのが最も好ましい。本発明に使用可能な重合性棒状液晶性化
合物の例には、Ｍａｋｒｏｍｏｌ．Ｃｈｅｍ．，１９０巻、２２５５頁（１９８９年）、
Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　５巻、１０７頁（１９９３年）、米国特許第４
６８３３２７号明細書、同５６２２６４８号明細書、同５７７０１０７号明細書、国際公
開第９５／２２５８６号パンフレット、同９５／２４４５５号パンフレット、同９７／０
０６００号パンフレット、同９８／２３５８０号パンフレット、同９８／５２９０５号パ
ンフレット、特開平１－２７２５５１号公報、同６－１６６１６号公報、同７－１１０４
６９号公報、同１１－８００８１号公報、および特開２００１－３２８９７３号公報など
に記載の化合物が含まれる。
【０２０４】
（ポリマーフィルムからなる光学異方性層）
　光学異方性層はポリマーフィルムから形成してもよい。ポリマーフィルムは、光学異方
性を発現し得るポリマーから形成する。そのようなポリマーの例には、ポリオレフィン（
例、ポリエチレン、ポリプロピレン、ノルボルネン系ポリマー）、ポリカーボネート、ポ
リアリレート、ポリスルホン、ポリビニルアルコール、ポリメタクリル酸エステル、ポリ
アクリル酸エステルおよびセルロースエステル（例、セルローストリアセテート、セルロ
ースジアセテート）が含まれる。また、これらのポリマーの共重合体あるいはポリマー混
合物を用いてもよい。
【０２０５】
　ポリマーフィルムの光学異方性は、延伸のような伸張処理により得ることが好ましい。
延伸は一軸延伸または二軸延伸であることが好ましい。具体的には、２つ以上のロールの
周速差を利用した縦一軸延伸、またはポリマーフィルムの両サイドを掴んで幅方向に延伸
するテンター延伸、これらを組み合わせての二軸延伸が好ましい。また、後述する光学補
償フィルムおよび偏光板の生産性の観点から、テンター延伸、または二軸延伸がより好ま
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しい。なお、二枚以上のポリマーフィルムを用いて、二枚以上のフィルム全体の光学的性
質が前記の条件を満足してもよい。ポリマーフィルムは、複屈折のムラを少なくするため
にソルベントキャスト法により製造することが好ましい。ポリマーフィルムの厚さは、２
０～５００μｍであることが好ましく、４０～１００μｍであることが最も好ましい。
【０２０６】
[ポリマーの塗布による光学異方性層の形成]
　本発明におけるポリマーの塗布による光学異方性層の形成は、溶媒に溶解させて液状化
したポリマーを本発明の高分子フィルム上に展開して乾燥させ、得られた積層体に、その
面内で分子を配向させる処理を施して行うことができる。これにより、所望の光学特性を
付与した光学補償フィルムが得られる。分子配向処理としては、伸張処理、収縮処理ある
いはこれらの両方が挙げられるが、生産性と制御の容易さの観点から伸張処理が好ましい
。この際、本発明の高分子フィルムは分子配向処理を行った後の光学異方性が小さいため
、均一な延伸フィルムが形成でき、また光学異方性層による光学補償効果に影響が無く、
光学補償フィルムの光学設計も容易となる。
【０２０７】
　前記ポリマーについては特に限定はなく、光透過性の適宜なものを１種または２種以上
用いうる。中でも、光透過率が７５％以上、特に８５％以上の透光性に優れるフィルムを
形成しうるポリマーが好ましい。またフィルムの安定した量産性等の点より、延伸方向の
レターデーションが大きくなる正の複屈折性を示す固体ポリマーが好ましく用いうる。
　ちなみに前記した固体ポリマーの例としては、ポリアミドやポリエステル（たとえば特
表平１０－５０８０４８号公報）、ポリイミド（たとえば特表２０００－５１１２９６号
公報）、ポリエーテルケトンや特にポリアリールエーテルケトン（特開２００１－４９１
１０号公報）、ポリアミドイミド（たとえば特開昭６１－１６２５１２号公報）やポリエ
ステルイミド（たとえば特開昭６４－３８４７２号公報）などがあげられる。複屈折性フ
ィルムの形成には、その固体ポリマーの１種、または２種以上を混合したものなどを用い
うる。固体ポリマーの分子量について特に限定はないが、一般にはフィルムへの加工性な
どの点より質量平均分子量に基づいて２０００～１００万、好ましくは１５００～７５万
、さらに好ましくは１０００～５０万である。
【０２０８】
　ポリマーフィルムの形成に際しては、安定剤や可塑剤や金属類等からなる種々の添加剤
を必要に応じて配合することができる。また固体ポリマーの液状化には、熱可塑性の固体
ポリマーを加熱して溶融させる方式や、固体ポリマーを溶媒に溶解させて溶液とする方法
などの適宜な方式を採ることができる。
　高分子フィルム上に展開したポリマー（展開層）の固体化は、前者の溶融液ではその展
開層を冷却させることにより、また後者の溶液ではその展開層より溶媒を除去して乾燥さ
せることにより行うことができる。その乾燥には自然乾燥（風乾）方式や加熱乾燥方式、
特に４０～２００℃の加熱乾燥方式、減圧乾燥方式などの適宜な方式の１種または２種以
上を採ることができる。製造効率や光学的異方性の発生を抑制する点からはポリマー溶液
を塗工する方式が好ましい。
【０２０９】
　前記の溶媒としては、例えば塩化メチレンやシクロヘキサノン、トリクロロエチレンや
テトラクロロエタン、Ｎ－メチルピロリドンやテトラヒドロフランなどの適宜なものを１
種または２種以上用いることができる。溶液は、フィルム形成に適した粘度の点より、溶
媒１００質量部に対してポリマーを２～１００質量部、好ましくは５～５０質量部、特に
１０～４０質量部溶解させたものが好ましい。
　液状化したポリマーの展開には、例えばスピンコート法やロールコート法、フローコー
ト法やプリント法、ディップコート法や流延成膜法、バーコート法やグラビア印刷法等の
キャスティング法、押出法などの適宜なフィルム形成方式を採ることができる。中でも、
厚さムラや配向歪ムラ等の少ないフィルムの量産性などの点より、キャスティング法等の
溶液製膜法が好ましく適用することができる。とくに、高分子フィルム上に、溶媒に溶解
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させて液状化したポリマーを、共流延法により積層し成膜するのが好ましい。なおその場
合、ポリイミドとしては芳香族二無水物とポリ芳香族ジアミンから調製された溶媒可溶性
のもの（特表平８－５１１８１２号公報）が好ましく用いうる。
【０２１０】
　前記のポリマーを液状化して高分子フィルム上に展開し伸張または収縮処理する本発明
の製造方法は、高分子フィルム上層の展開層の形成過程でＲｔｈを制御し、積層体を伸張
または収縮処理することにより分子を配向させＲｅを制御する。斯かる役割分担方式には
、例えば二軸延伸方式等の従来のＲｔｈとＲｅを同時的に制御する方法に比べて少ない延
伸率で目的を達成でき、ＲｔｈとＲｅの特性や光学軸の各精度に優れた二軸性光学補償フ
ィルムが得られやすいという設計と製造における利点がある。
【０２１１】
　前記の分子配向処理は、フィルムの伸張処理または／及び収縮処理として施すことがで
き、その伸張処理は、例えば延伸処理などとして施すことができる。延伸処理には逐次方
式や同時方式等による二軸延伸方式、自由端方式や固定端方式等の一軸延伸方式などの適
宜な方式の１種または２種以上を適用することができる。ボーイング現象を抑制する点よ
りは一軸延伸方式が好ましい。
　この際、延伸処理温度は、従来に準じることができ、例えば前記固体ポリマーのガラス
転移温度の近傍、ガラス転移温度以上が一般的である。また、本発明の延伸された高分子
フィルムのレターデーションをより小さくする目的では、延伸温度は高分子フィルムのガ
ラス転移温度Ｔｇの近傍である方がよく、Ｔｇ－２０℃以上で延伸することが好ましく、
Ｔｇ－１０℃以上で延伸することがより好ましく、Ｔｇ以上で延伸することが更に好まし
い。
　また、好ましい延伸倍率の範囲としては、延伸前のフィルム長に対する延伸後のフィル
ム長の倍率で、１．０３倍以上、２．５０倍以下が好ましく、より好ましくは、１．０４
倍以上、２．２０倍以下であり、更に好ましくは１．０５倍以上１．８０倍以下である。
延伸倍率が１．０５倍以下の場合には、前述の光学異方性層を形成する目的から延伸倍率
として不足してしまい、また２．５０倍以上となる場合には、フィルムの耐久性試験後の
カールや光学特性の変化が大きくなってしまう。
【０２１２】
　一方、収縮処理は、例えば高分子フィルムの塗工形成を基材上で行って、その基材の温
度変化等に伴う寸法変化を利用して収縮力を作用させる方式などにより行うことができる
。その場合、熱収縮性フィルムなどの収縮能を付与した基材を用いることもでき、そのと
きには延伸機等を利用して収縮率を制御することが望ましい。
　上記の方法により作製される複屈折性フィルムは、液晶表示装置の視野角特性を改善す
る光学補償フィルムとして好適に用いられ、更に液晶表示装置の薄型化と生産工程数の低
減による生産性向上のため、偏光板の保護フィルムとして偏光子に直接貼り合わせた形態
で用いられることが好ましい。この際、上記の光学補償フィルムを用いた偏光板をより低
コストで生産性良く提供できることが求められ、偏光板までの作製工程をより生産性良く
低コスト化することが望まれている。ここで、本発明の光学補償フィルムは、光学異方性
層の面内のＲｅの発現方向が偏光板の吸収軸に対し直行する方向になるように偏光子と貼
り合わせた形態で使用される。また、ヨウ素とＰＶＡからなる一般的な構成の偏光子は縦
一軸延伸により作製され、偏光子の吸収軸は長手方向となる。更に、上記の複屈折フィル
ムからなる光学補償フィルムを用いた偏光板を生産性良く低コストで提供するためには、
上記の作製工程を一貫してロールｔｏロールで行うことがまず求められる。これらの要因
で、とくに生産性の観点から、上記の複屈折フィルムからなる光学補償フィルムの作製方
法としては、高分子フィルム上に上記のポリマーからなる展開層を積層した後、展開層の
ポリマーが幅方向に配向し、幅方向にＲｅが発現するように伸張処理または収縮処理を行
うことが好ましい。このようにして作製したロール状の光学補償フィルムを偏光子の保護
フィルムとして用いることで、そのままロールｔｏロールで有効な光学補償機能を有する
偏光板の作成を行うことができる。
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　ここで、本発明におけるロール状のフィルムとは長手方向に１ｍ以上の長さを有し、さ
らに長手方向に３周回以上巻かれた状態のフィルムを示す。またロールｔｏロールとは、
ロール状のフィルムに対し、製膜や他のロール状フィルムとの積層／貼り合せや、表面処
理、加熱／冷却処理、伸張処理／収縮処理、といった実施可能なあらゆる処理を施す前後
でロール状の形態を維持することであり、特に生産性やコスト、取り扱い性の観点から、
ロールｔｏロールで処理を行うことが好ましい。
【０２１３】
　得られる複屈折性フィルムにおけるＲｔｈとＲｅの大きさは、固体ポリマーの種類や、
液状化物の塗工方式等の展開層の形成方式、乾燥条件等の展開層の固体化方式や、形成す
る透明フィルムの厚さなどにて制御することができる。透明フィルムの一般的な厚さは、
０．５～１００μm、就中１～５０μm、特に２～２０μmである。
　また、上記の方法により得られる複屈折性フィルムにおける本発明の高分子フィルムの
音速、引張弾性率、貯蔵弾性率、光弾性係数等の物性値の搬送方向とフィルム面内で直交
する方向／搬送方向の比は前述の範囲内となる。
　この方法にて作製した複屈折フィルムはそのまま用いても良いし、粘着剤等によりその
他のフィルムに貼合しても良い。
【０２１４】
　本発明では、前記の幅方向の音速ＶＴと長手方向の音速ＶＭとの比Ｒの要件を満たすた
め、あるいは幅方向の引張弾性率、長手方向の引張弾性率およびこれらの比の要件を満た
すために、通常、高分子フィルムは、幅方向には延伸を施し、長手方向には収縮処理を施
し、高分子フィルムと展開層とからなる積層体の場合は、同様に、積層体の幅方向に延伸
を施し、長手方向には収縮処理を施す。前記各要件は、これらの延伸または収縮処理条件
を調節することにより得ることができる。
【０２１５】
（一般的な液晶表示装置の構成）
　高分子フィルムを光学補償フィルムとして用いる場合は、偏光板の透過軸と、高分子フ
ィルムからなる光学補償フィルムの遅相軸とをどのような角度で配置しても構わない。液
晶表示装置は、二枚の電極基板の間に液晶を担持してなる液晶セル、その両側に配置され
た二枚の偏光板、および該液晶セルと該偏光板との間に少なくとも一枚の光学補償フィル
ムを配置した構成を有している。
　液晶セルの液晶層は、通常は、二枚の基板の間にスペーサーを挟み込んで形成した空間
に液晶を封入して形成する。透明電極層は、導電性物質を含む透明な膜として基板上に形
成する。液晶セルには、さらにガスバリアー層、ハードコート層あるいは（透明電極層の
接着に用いる）アンダーコート層（下塗り層）を設けてもよい。これらの層は、通常、基
板上に設けられる。液晶セルの基板は、一般に５０μｍ～２ｍｍの厚さを有する。
【０２１６】
（液晶表示装置の種類）
　本発明の高分子フィルムは、様々な表示モードの液晶セルに用いることができる。ＴＮ
（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＩＰＳ（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ
）、ＦＬＣ（Ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、ＡＦＬＣ
（Ａｎｔｉ－ｆｅｒｒｏｅｌｅｃｔｒｉｃ　Ｌｉｑｕｉｄ　Ｃｒｙｓｔａｌ）、ＯＣＢ（
Ｏｐｔｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｍｐｅｎｓａｔｏｒｙ　Ｂｅｎｄ）、ＳＴＮ（Ｓｕｐｐｅｒ　
Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌｌｙ　Ａｌｉｇｎｅｄ）、
ＥＣＢ（Ｅｌｅｃｔｒｉｃａｌｌｙ　Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｄ　Ｂｉｒｅｆｒｉｎｇｅｎｃ
ｅ）、およびＨＡＮ（Ｈｙｂｒｉｄ　Ａｌｉｇｎｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）のような様々な
表示モードが提案されている。また、上記表示モードを配向分割した表示モードも提案さ
れている。本発明の高分子フィルムは、いずれの表示モードの液晶表示装置においても有
効である。また、透過型、反射型、半透過型のいずれの液晶表示装置においても有効であ
る。
【０２１７】
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（ＴＮ型液晶表示装置）
　本発明の高分子フィルムを、ＴＮモードの液晶セルを有するＴＮ型液晶表示装置の光学
補償フィルムの支持体として用いてもよい。ＴＮモードの液晶セルとＴＮ型液晶表示装置
については、古くから良く知られている。ＴＮ型液晶表示装置に用いる光学補償フィルム
については、特開平３－９３２５号、特開平６－１４８４２９号、特開平８－５０２０６
号、特開平９－２６５７２号の各公報に記載がある。また、モリ（Ｍｏｒｉ）他の論文（
Ｊｐｎ．　Ｊ．　Ａｐｐｌ．　Ｐｈｙｓ．　Ｖｏｌ．３６（１９９７）ｐ．１４３や、Ｊ
ｐｎ．　Ｊ．　Ａｐｐｌ．　Ｐｈｙｓ．　Ｖｏｌ．３６（１９９７）ｐ．１０６８）に記
載がある。
【０２１８】
（ＳＴＮ型液晶表示装置）
　本発明の高分子フィルムを、ＳＴＮモードの液晶セルを有するＳＴＮ型液晶表示装置の
光学補償フィルムの支持体として用いてもよい。一般的にＳＴＮ型液晶表示装置では、液
晶セル中の棒状液晶性分子が９０～３６０度の範囲にねじられており、棒状液晶性分子の
屈折率異方性（Δｎ）とセルギャップ（ｄ）との積（Δｎｄ）が３００～１５００ｎｍの
範囲にある。ＳＴＮ型液晶表示装置に用いる光学補償シートについては、特開２０００－
１０５３１６号公報に記載がある。
【０２１９】
（ＶＡ型液晶表示装置）
　本発明の高分子フィルムは、ＶＡモードの液晶セルを有するＶＡ型液晶表示装置の光学
補償フィルムの支持体として特に有利に用いられる。ＶＡ型液晶表示装置に用いる光学補
償フィルムのＲｅ(630)を０乃至１５０ｎｍとし、｜Ｒｔｈ(630)｜を７０乃至４００ｎｍ
とすることが好ましい。Ｒｅ(630)は、２０乃至７０ｎｍであることが更に好ましい。Ｖ
Ａ型液晶表示装置に二枚の光学的異方性ポリマーフィルムを使用する場合、フィルムの｜
Ｒｔｈ(630)｜は７０乃至２５０ｎｍであることが好ましい。ＶＡ型液晶表示装置に一枚
の光学的異方性ポリマーフィルムを使用する場合、フィルムの｜Ｒｔｈ(630)｜は１５０
乃至４００ｎｍであることが好ましい。ＶＡ型液晶表示装置は、例えば特開平１０－１２
３５７６号公報に記載されているような配向分割された方式であっても構わない。
【０２２０】
（ＩＰＳ型液晶表示装置およびＥＣＢ型液晶表示装置）
　本発明の高分子フィルムは、ＩＰＳモードおよびＥＣＢモードの液晶セルを有するＩＰ
Ｓ型液晶表示装置およびＥＣＢ型液晶表示装置の光学補償フィルムの支持体、または偏光
板の保護膜としても特に有利に用いられる。これらのモードは黒表示時に液晶材料が略平
行に配向する態様であり、電圧無印加状態で液晶分子を基板面に対して平行配向させて、
黒表示する。これらの態様において本発明の高分子フィルムを用いた偏光板は視野角拡大
、コントラストの良化に寄与する。この態様においては、前記偏光板の保護膜と保護膜と
液晶セルの間に配置された光学異方性層のレターデーションの値は、液晶層のΔｎ・ｄの
値の２倍以下に設定するのが好ましい。また｜Ｒｔｈ(630)｜は、２５ｎｍ以下、より好
ましくは２０ｎｍ以下、さらに好ましくは１５ｎｍ以下に設定するのが好ましいため、本
発明の高分子フィルムが有利に用いられる。
【０２２１】
（ＯＣＢ型液晶表示装置およびＨＡＮ型液晶表示装置）
　本発明の高分子フィルムは、ＯＣＢモードの液晶セルを有するＯＣＢ型液晶表示装置あ
るいはＨＡＮモードの液晶セルを有するＨＡＮ型液晶表示装置の光学補償フィルムの支持
体としても有利に用いられる。ＯＣＢ型液晶表示装置あるいはＨＡＮ型液晶表示装置に用
いる光学補償フィルムには、レターデーションの絶対値が最小となる方向が光学補償フィ
ルムの面内にも法線方向にも存在しないことが好ましい。ＯＣＢ型液晶表示装置あるいは
ＨＡＮ型液晶表示装置に用いる光学補償フィルムの光学的性質も、光学的異方性層の光学
的性質、支持体の光学的性質および光学的異方性層と支持体との配置により決定される。
ＯＣＢ型液晶表示装置あるいはＨＡＮ型液晶表示装置に用いる光学補償フィルムについて
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は、特開平９－１９７３９７号公報に記載がある。また、モリ（Ｍｏｒｉ）他の論文（Ｊ
ｐｎ．　Ｊ．　Ａｐｐｌ．　Ｐｈｙｓ．　Ｖｏｌ．３８（１９９９）ｐ．２８３７）に記
載がある。
【０２２２】
（反射型液晶表示装置）
　本発明の高分子フィルムは、ＴＮ型、ＳＴＮ型、ＨＡＮ型、ＧＨ（Ｇｕｅｓｔ－Ｈｏｓ
ｔ）型の反射型液晶表示装置の光学補償フィルムとしても有利に用いられる。これらの表
示モードは古くから良く知られている。ＴＮ型反射型液晶表示装置については、特開平１
０－１２３４７８号公報、国際公開第９８／４８３２０号パンフレット、特許第３０２２
４７７号公報に記載がある。反射型液晶表示装置に用いる光学補償シートについては、国
際公開第００／６５３８４号パンフレットに記載がある。
【０２２３】
（その他の液晶表示装置）
　本発明の高分子フィルムは、ＡＳＭ（Ａｘｉａｌｌｙ　Ｓｙｍｍｅｔｒｉｃ　Ａｌｉｇ
ｎｅｄ　Ｍｉｃｒｏｃｅｌｌ　）モードの液晶セルを有するＡＳＭ型液晶表示装置の光学
補償フィルムの支持体としても有利に用いられる。ＡＳＭモードの液晶セルは、セルの厚
さが位置調整可能な樹脂スペーサーにより維持されているとの特徴がある。その他の性質
は、ＴＮモードの液晶セルと同様である。ＡＳＭモードの液晶セルとＡＳＭ型液晶表示装
置については、クメ（Ｋｕｍｅ）他の論文（Ｋｕｍｅ　ｅｔ　ａｌ．，　ＳＩＤ　９８　
Ｄｉｇｅｓｔ　１０８９　（１９９８））に記載がある。
【０２２４】
（自発光型表示装置）
　本発明による光学補償フィルム、偏光板等は、自発光型の表示装置に設けて表示品位の
向上などを図ることもできる。その自発光型の表示装置については特に限定はない。ちな
みにその例としては、有機ＥＬやＰＤＰ、ＦＥＤなどがあげられる。自発光型フラットパ
ネルディスプレイにＲｅ(630)が１／４波長の複屈折性フィルムを適用することにより直
線偏光を円偏光に変換して、反射防止フィルターを形成することができる。
　前記において液晶表示装置等の表示装置の形成部品は、積層一体化されていてもよいし
、分離状態にあってもよい。また表示装置の形成に際しては、例えばプリズムアレイシー
トやレンズアレイシート、光拡散板や保護板などの適宜な光学素子を適宜に配置すること
ができる。かかる素子は、光学補償フィルムと積層してなる上記した光学部材の形態にて
表示装置の形成に供することもできる。
【０２２５】
（ハードコートフィルム、防眩フィルム、反射防止フィルム）
　本発明の高分子フィルムは、またハードコートフィルム、防眩フィルム、反射防止フィ
ルムへの適用が好ましく実施できる。ＬＣＤ、ＰＤＰ、ＣＲＴ、ＥＬ等のフラットパネル
ディスプレイの視認性を向上する目的で、本発明の高分子フィルムの片面または両面にハ
ードコート層、防眩層、反射防止層の何れかあるいは全てを付与することができる。この
ような防眩フィルム、反射防止フィルムとしての望ましい実施態様は、発明協会公開技報
公技番号２００１－１７４５号（２００１年３月１５日発行、発明協会）の５４頁～５７
頁に詳細に記載されており、本発明の高分子フィルムを好ましく用いることができる。
【０２２６】
（写真フィルム支持体）
　さらに本発明の高分子フィルムは、ハロゲン化銀写真感光材料の支持体としても適用で
きる。それらの技術については、特開２０００－１０５４４５号公報にカラーネガティブ
に関する記載が詳細に挙げられており、本発明の高分子フィルムが好ましく用いられる。
またカラー反転ハロゲン化銀写真感光材料の支持体としての適用も好ましく、特開平１１
－２８２１１９号公報に記載されている各種の素材や処方さらには処理方法が適用できる
。
【０２２７】
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（透明基板）
　本発明の高分子フィルムは、光学的異方性がゼロに近く、優れた透明性を持っているこ
とから、液晶表示装置の液晶セルガラス基板の代替、すなわち駆動液晶を封入する透明基
板としても用いることができる。
　液晶を封入する透明基板はガスバリア性に優れる必要があることから、必要に応じて本
発明の高分子フィルムの表面にガスバリアー層を設けてもよい。ガスバリアー層の形態や
材質は特に限定されないが、本発明の高分子フィルムの少なくとも片面にＳｉＯ2等を蒸
着したり、あるいは塩化ビニリデン系ポリマーやビニルアルコール系ポリマーなど相対的
にガスバリアー性の高いポリマーのコート層を設ける方法が考えられ、これらを適宜使用
できる。
　また液晶を封入する透明基板として用いるには、電圧印加によって液晶を駆動するため
の透明電極を設けてもよい。透明電極としては特に限定されないが、本発明の高分子フィ
ルムの少なくとも片面に、金属膜、金属酸化物膜などを積層することによって透明電極を
設けることができる。中でも透明性、導電性、機械的特性の点から、金属酸化物膜が好ま
しく、なかでも酸化スズを主として酸化亜鉛を２～１５％含む酸化インジウムの薄膜が好
ましく使用できる。これら技術の詳細は例えば、特開２００１－１２５０７９号公報や特
開２０００－２２７６０３号公報などに公開されている。
【実施例】
【０２２８】
　以下、本発明を実施例によりさらに説明するが、本発明は下記例に限定されない。
<セルロースアシレート溶液の調製>
　表１に記載の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶
解し、セルロースアシレート溶液Ｔ－１～Ｔ－３を調製した。
【０２２９】
【表１】

【０２３０】
<添加剤溶液の調製>
　ミキシングタンクに、表２に記載の組成物を投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を
溶解し、添加剤溶液Ｕ－１～Ｕ－７を調製した。
【０２３１】
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【表２】

【０２３２】
<セルロースアセテートフィルム試料００１の作製>
　セルロースアシレート溶液Ｔ－１の４７７質量部に、添加剤溶液Ｕ－１の４４質量部を
添加し、充分に攪拌して、ドープを調製した。ドープを流延口から０℃に冷却したドラム
上に流延した。溶媒含有率７０質量％の状態でドラムより剥ぎ取り、フィルムの幅方向（
流延方向に対して直交する方向）の両端をピンテンター（特開平４－１００９号公報の図
３に記載のピンテンター）で固定し、溶媒含有率が３乃至５質量％の状態で、幅方向の延
伸率が２％となる間隔を保ちつつ乾燥した。その後、熱処理装置のロール間を搬送するこ
とにより、さらに乾燥し、厚み８０μｍのセルロースアセテートフィルム試料００１を、
長手方向（流延方向）１００ｍ、幅方向１ｍの大きさで作製した。
【０２３３】
<セルロースアセテートフィルム試料１０１の作製>
　セルロースアシレート溶液Ｔ－２を４５５質量部に、添加剤溶液Ｕ－２の４４質量部を
添加し、充分に攪拌して、ドープを調製した。それ以外はセルロースアセテートフィルム
試料００１の作製と同様の方法により、厚み８０μｍのセルロースアセテートフィルム試
料１０１を作製した。
【０２３４】
<セルロースアセテートフィルム試料１０２～１０６の作製>
　セルロースアシレート溶液Ｔ－２と添加剤溶液Ｕ－２の代わりに、表３に記載のセルロ
ースアシレート溶液と添加剤溶液の組み合わせを使用する以外は、セルロースアセテート
フィルム試料１０１の作製と同様の方法により、厚み約８０μｍのセルロースアセテート
フィルム試料１０２～１０６を作製した。
【０２３５】
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【表３】

【０２３６】
<セルロースアセテートＴ－４溶液の調製>
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、攪拌して各成分を溶解し、セルロースアセ
テート溶液Ｔ－４を調製した。
【０２３７】
（セルロースアセテート溶液Ｔ－４組成）
　アシル置換度２．９４のセルロースアセテート　　１００．０質量部
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　４０２．０質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　６０．０質量部
【０２３８】
<マット剤溶液の調製>
　平均粒径１６ｎｍのシリカ粒子（ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２、日本アエロジル（株）製
）を２０質量部、メタノール８０質量部を３０分間よく攪拌混合してシリカ粒子分散液と
した。この分散液を下記の組成物とともに分散機に投入し、さらに３０分以上攪拌して各
成分を溶解し、マット剤微粒子溶液を調製した。
【０２３９】
（マット剤溶液組成）
　平均粒径１６ｎｍのシリカ粒子分散液　　　　　　　１０．０質量部
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　７６．３質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　３．４質量部
　セルロースアセテート溶液（Ｔ－４）　　　　　　　１０．３質量部
【０２４０】
<添加剤溶液Ｕ－８の調製>
　下記の組成物をミキシングタンクに投入し、加熱しながら攪拌して、各成分を溶解し、
添加剤溶液Ｕ－８を調製した。
【０２４１】
（添加剤溶液Ｕ－８組成）
　光学的異方性を低下させる化合物（Ａ－１９）　　　９０．０質量部
　波長分散調整剤（ＵＶ－１０２）　　　　　　　　　　９．０質量部
　メチレンクロライド（第１溶媒）　　　　　　　　　５８．４質量部
　メタノール（第２溶媒）　　　　　　　　　　　　　　８．７質量部
　セルロースアセテート溶液（Ｔ－４）　　　　　　　１２．８質量部
【０２４２】
<セルロースアセテートフィルム試料１０７の作製>
　上記セルロースアセテート溶液（Ｔ－４）を９４．６質量部、マット剤溶液を１．３質
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量部、添加剤溶液（Ｕ－８）を４．１質量部それぞれを濾過後に混合し、バンド流延機を
用いて流延した。上記組成で光学的異方性を低下させる化合物および波長分散調整剤のセ
ルロースアセテートに対する質量比はそれぞれ１２％、１．２％であった。残留溶剤量３
０％でフィルムをバンドから剥離し、１４０℃で４０分間乾燥させセルロースアセテート
フィルム試料１０７を製造した。出来あがったセルロースアセテートフィルムの残留溶剤
量は０．２％であり、膜厚は８０μｍであった。
【０２４３】
［ノルボルネン系高分子試料３０１の作成］
　炭酸カルシウムの針状結晶微粒子（丸尾カルシウム（株））を、超音波を照射すること
によりテトラヒドロフラン（THF）中に均一に分散させた。さらにポリマーとしてペレッ
ト状のアートン（ＪＳＲ（株））を加え、約３０時間撹拌し溶解させた。試薬の混合比は
、テトラヒドロフランはアートンに対し質量比で５倍、炭酸カルシウムはアートンに対し
１．１質量％とした。このようにして得られたポリマー溶液をガラス板上にナイフコータ
ーを用いて展開し、溶媒を蒸発させた。ガラス板よりフィルム状の試料（厚さ約８０μｍ
）をはがし、さらに８２℃で２時間乾燥を行いノルボルネン系高分子試料３０１を得た。
【０２４４】
＜フィルム試料のガラス転移温度（Ｔｇ）の測定＞
　作成したフィルム試料について、本明細書に記載の方法により、ガラス転移温度（Ｔｇ
）の測定を行った。
【０２４５】
＜延伸処理＞
　作成したセルロースアシレートフィルム試料００１に対し、延伸処理を行った。延伸処
理はテンシロン万能試験機（ＯＲＩＥＮＴＥＣ（株）製）を用い、フィルム試料を適当な
大きさに切り出し、幅方向に一軸延伸を行った。延伸温度は１５０℃とし、延伸速度はフ
ィルム幅に対して１５％／分、延伸倍率は１．１８倍として、延伸処理を行った延伸フィ
ルム試料００１Ａを作成した。
【０２４６】
（試料１０１～１０７、３０１の延伸処理）
　作成したセルロースアシレートフィルム試料１０１～１０７、３０１についても００１
と同様にして処理を行った延伸フィルム試料１０１Ａ～１０７Ａ、３０１Ａを作成した。
（延伸温度を変更したサンプルの作成）
　作成したセルロースアシレートフィルム試料１０２、１０５の延伸処理を、延伸温度を
１２０℃にする以外は同様にして、作成した延伸フィルム試料を２０１Ａ、２０２Ａとし
た。
（延伸倍率を変更したサンプルの作成）
　また、作製したセルロースアシレートフィルム試料１０２、１０５の延伸倍率を１．５
５倍にした延伸フィルム試料を２０３Ａ、２０４Ａとした。
【０２４７】
＜表面処理＞
　次に、作製した延伸フィルム試料００１Ａに対し下記表面処理を行った。
　作製した延伸フィルム試料００１Ａを、１．５規定の水酸化ナトリウム水溶液に、５５
℃で２分間浸漬した。室温の水洗浴槽中で洗浄し、３０℃で０．１規定の硫酸を用いて中
和した。再度、室温の水洗浴槽中で洗浄し、さらに１００℃の温風で乾燥した。このよう
にして、セルロースアシレートフィルムの表面をアルカリケン化した試料００１Ｂを作製
した。
【０２４８】
（延伸フィルム試料１０１Ａ～１０７Ａ、２０１Ａ～２０４Ａ、３０１Ａの表面処理）
　作製した延伸フィルム試料１０１Ａ～１０７Ａ、２０１Ａ～２０４Ａ、３０１Ａについ
ても、延伸フィルム試料００１Ａと同様にして表面処理を行った試料１０１Ｂ～１０７Ｂ
、２０１Ｂ～２０４Ｂ、３０１Ｂを作製した。
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【０２４９】
＜光学性能の評価＞
　作製した表面処理後および表面処理前の各試料について、本明細書に記載の方法にて、
Ｒｅ（６３０）、｜Ｒｔｈ(630)｜、｜Ｒｅ（４００）－Ｒｅ（７００）｜、｜Ｒｔｈ（
４００）－Ｒｔｈ（７００）｜、の光学性能の評価を行った。
【０２５０】
＜フィルム性能の評価＞
　作製した表面処理前の各試料について、本明細書に記載の方法にて、長手方向および幅
について、引張弾性率、音速、光弾性係数、の評価を行った。
【０２５１】
＜表面エネルギーの測定＞
　作製した表面処理後および表面処理前の各試料の表面エネルギーを下記方法により測定
した。すなわち、試料中央部より３０ｍｍ×４０ｍｍの大きさにサンプリングしたのち、
２５℃６０％ＲＨで２時間調湿し、水平な台の上に水平にのせて試料表面に一定量（２０
μｌ）の水、およびヨウ化メチレンをのせてから一定時間（３０秒）後の試料表面での水
、およびヨウ化メチレンの接触角を求めた。更に測定した接触角から、Ｏｗｅｎｓの方法
により表面エネルギー（表面Ｅ）を求めた。
【０２５２】
＜偏光板耐久性の評価＞
<偏光板貼合試験>
　作製した表面処理後および表面処理前の試料に対し、下記の偏光板貼合試験を行った。
すなわち、作製した試料の表面に対し、下記の粘着剤塗布液をそれぞれ２０ｍｌ／ｍ２塗
布し、１００℃５分乾燥して粘着剤付きフィルム試料とした。
【０２５３】
（粘着剤塗布液）
下層塗布液Ａ：
　下記水溶性ポリマー（ｍ）　　　　　　　　　　　　　　　　　０．５ｇ
　アセトン　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０ｍｌ
　酢酸エチル　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５５ｍｌ
　イソプロパノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５ｍｌ
上層塗布液Ｂ：
　ポリビニルアルコール（日本合成化学工業株式会社製ゴーセノール
　　ＮＨ－２６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　０．３ｇ
　サポニン（メルク社製界面活性剤）　　　　　　　　　　　　０．０３ｇ
　純水　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５７ｍｌ
　メタノール　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０ｍｌ
　メチルプロピレングリコール　　　　　　　　　　　　　　　　　３ｍｌ
【０２５４】
【化３４】

【０２５５】



(70) JP 4740604 B2 2011.8.3

10

20

30

40

　続いて、厚さ８０μｍのロール状ポリビニルアルコールフィルムをヨウ素水溶液中で連
続して５倍に延伸し、乾燥して厚さ３０μｍの偏光膜を得た。上記の粘着剤付きフィルム
試料００１Ｂに対し粘着剤を塗設した側に偏光膜がくるように貼り付け、さらに偏光膜の
もう一方の側に市販のセルロールアセテートフイルム（フジタックＴＤ８０ＵＦ、富士写
真フイルム（株）製、Ｒｅ（６３０）は３ｎｍ、｜Ｒｔｈ(630)｜は５０ｎｍ）を上記と
同様の方法によりアルカリケン化処理を行った後、粘着剤層を塗設してから貼り合わせ、
偏光板試料００１Ｃを作製した。
　作製した表面処理後の試料１０１Ｂ～１０７Ｂ、２０１Ｂ～２０４Ｂ、３０１Ｂについ
ても、同様にして偏光板試料１０１Ｃ～１０７Ｃ、２０１Ｃ～２０４Ｃ、３０１Ｃを作製
した。また表面処理前の試料００１Ａ、１０１Ａ～１０７Ａ、２０１Ａ～２０４Ａ、３０
１Ａについても、同様にして偏光板試料００１Ｄ、１０１Ｄ～１０７Ｄ、２０１Ｄ～２０
４Ｄ、３０１Ｄを作製した。
【０２５６】
（密着性）
　作製した偏光板試料の密着性を以下の方法で試験した。すなわち、偏光板試料の特定箇
所を５回前後に９０度に繰返し折り曲げ、折り曲げ後の貼合面の剥れの有無で密着性を評
価した。
　○：剥れ無し
　×：剥れ有り
【０２５７】
（加工性）
　作製した偏光板試料の加工性を以下の方法で試験した。すなわち、偏光板試料を片刃の
カッターナイフで裁断し、裁断面付近での剥れの生じ易さで加工性を評価した
　○：剥れ無し
　×：剥れ有り
【０２５８】
<密着耐久性１>
　作製した偏光板試料の密着耐久性試験を以下の方法で試験した。すなわち、偏光板試料
を６０℃／９０％ＲＨの条件下に２００時間放置し、放置後の貼合面の剥れの有無で評価
した。
＜剥れ＞
　○：剥れ無し
　×：剥れ有り
【０２５９】
<密着耐久性２>
　作製した偏光板試料の密着耐久性試験を以下の方法で試験した。すなわち、偏光板試料
を８０℃の条件下に２００時間放置し、放置後の貼合面の剥れの有無で評価した。
＜剥れ＞
　○：剥れ無し
　×：剥れ有り
【０２６０】
　作製した各試料の評価結果を表４～表６に示す。なお、なお、表４中、Ｒｅ(λ)は、Ｒ
ｅ(630)を、Ｒｔｈ(λ)は、｜Ｒｔｈ(630)｜を、ΔＲｅ(λ)は｜Ｒｅ(400)－Ｒｅ(700)｜
を、ΔＲｔｈ(λ)は｜Ｒｔｈ(400)－Ｒｔｈ(700)｜を表す。
【０２６１】
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【表４】

【０２６２】
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【表５】

【０２６３】
【表６】

【０２６４】
（光学異方性層の形成）
　＜直接延伸法＞
　２,２'－ビス（３,４－ジカルボキシフェニル）ヘキサフルオロプロパンと、２,２'－
ビス（トリフルオロメチル）－４,４'一ジアミノビフェニルから合成されたポリイミド（
質量平均分子量（Ｍｗ）６万）の１７重量％シクロヘキサノン溶液を上記で作製したセル
ロースアセテートフイルム試料００１上に塗布し、９５℃で１２分間乾燥処理して、残存
溶媒量が６重量％で、厚さが６μｍ、｜Ｒｔｈ(630)｜が２３３ｎｍであり、Ｒｅ（６３
０）が０ｎｍの透明フィルムを得た後、試料００１フィルム上に積層した状態で高分子フ
ィルムのガラス転移温度（Ｔｇ）－５℃で１８％の横一軸延伸処理を行い、Ｒｅ（６３０
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）が５５ｎｍ、｜Ｒｔｈ(630)｜が２３８ｎｍの光学異方性層を有する光学補償フィルム
００１Ｅを得た。
【０２６５】
（試料１０１Ｅ～１０７Ｅ、３０１Ｅの作製）
　また、セルロースアシレートフィルム試料１０１～１０７、３０１についても、同様の
方法により光学補償フィルム試料１０１Ｅ～１０７Ｅ、３０１Ｅを作製した。
（試料２０１Ｅ～２０２Ｅの作製）
　セルロースアシレートフィルム試料１０２、１０５について、上記の直接延伸法にて延
伸温度をすべて１２０℃とする以外は同様にして、光学補償フィルム試料２０１Ｅ～２０
２Ｅを作製した。
（試料２０３Ｅ～２０４Ｅの作製）
　セルロースアシレートフィルム試料１０２、１０５について、上記の直接延伸法にて、
使用するポリマーをポリイミドから下記一般式ＰＩ－１（重量平均分子量（Ｍｗ）５万）
へと変更し、延伸倍率を１．６０倍とする以外は同様にして、光学補償フィルム試料２０
３Ｅ～２０４Ｅを作製した。
【０２６６】
【化３５】

【０２６７】
＜アルカリケン化処理＞
　得られた光学補償フィルム試料００１Ｅに対し上記と同様の方法によりアルカリケン化
処理を行い、表面処理済み試料００１Ｆを作製した。
（試料１０１Ｆ～１０７Ｆ，２０１Ｆ～２０４Ｆ、３０１Ｆの作製）
　また、光学補償フィルム試料１０１Ｅ～１０７Ｅ、２０１Ｅ～２０４Ｅ、３０１Ｅにつ
いても、同様の方法により表面処理済み試料１０１Ｆ～１０７Ｆ、２０１Ｆ～２０４Ｆ、
３０１Ｆを作製した。
【０２６８】
（偏光板作製）
　上記の表面処理済み試料００１Ｆ、１０１Ｆ～１０７Ｆ、２０１Ｆ～２０４Ｆ、３０１
Ｆに対し、偏光板試料００１Ｃの作製法と同様にして、偏光板試料００１Ｇ、１０１Ｇ～
１０７Ｇ、２０１Ｇ～２０４Ｇ、３０１Ｇを作製した。この際、表面処理済み試料の貼り
合わせる面としては、表面処理済み試料の光学異方性層が塗設されていない側のセルロー
スアシレートフィルム表面に粘着剤層を設け、粘着剤層を塗設した面と偏光膜と貼り合わ
せ、さらに偏光膜のもう一方の側に市販のセルロールアセテートフイルム（フジタックＴ
Ｄ８０ＵＦ、富士写真フイルム（株）製、Ｒｅ（６３０）は３ｎｍ、｜Ｒｔｈ(630)｜は
５０ｎｍ）を上記と同様の方法によりアルカリケン化処理を行った後、粘着剤層を塗設し
て貼り合わせ、偏光板試料を作製した。
　更に、偏光膜の両側に市販のセルロールアセテートフイルム（フジタックＴＤ８０ＵＦ
、富士写真フイルム（株）製、Ｒｅ値は３ｎｍ、Ｒｔｈ値は５０ｎｍ）を上記と同様の方
法によりアルカリケン化処理、粘着剤層の塗設、偏光膜との貼り合わせを行い、偏光板３
０１Ｂを作製した。
【０２６９】
＜偏光板の評価＞
　得られた偏光板試料００１Ｇ、１０１Ｇ～１０７Ｇ、２０１Ｇ～２０４Ｇ、３０１Ｇに
対し、密着性、加工性、密着耐久性の評価を上記と同様の方法により評価した。
【０２７０】
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（ＶＡ型液晶表示装置への実装評価）
　＜垂直配向液晶セルの作製＞
　ポリビニルアルコール３質量％水溶液に、オクタデシルジメチルアンモニウムクロライ
ド（カップリング剤）を１質量％添加した。これを、ＩＴＯ電極付きのガラス基板上にス
ピンコートし、１６０℃で熱処理した後、ラビング処理を施して、垂直配向膜を形成した
。ラビング処理は、２枚のガラス基板において反対方向となるように実施した。セルギャ
ップ（ｄ）が約４．３μｍとなるように２枚のガラス基板を向かい合わせた。セルギャッ
プに、エステル系とエタン系を主成分とする液晶性化合物（Δｎ：０．０６）を注入し、
垂直配向液晶セルを作製した。Δｎとｄとの積は２６０ｎｍであった。
　この液晶セルに、上記の偏光板試料００１Ｇの光学異方性層側を液晶セル側にし、粘着
剤により貼り付け、更に液晶セルの片側に対向の偏光板と吸収軸が直交するように偏光板
３０１Ｂを粘着剤により貼り付けVA型液晶表示装置を作製した。
　そのほかの偏光板試料１０１Ｇ～１０７Ｇ、２０１Ｇ～２０４Ｇ、３０１Ｇに関しても
同様にVA型液晶表示装置を作製した。
【０２７１】
＜評価試験＞
[パネル評価]
＜光学補償フィルムの評価および作製した液晶表示装置の漏れ光の測定＞
　作成した液晶表示装置の透過率の視野角依存性を測定した。抑角は正面から斜め方向へ
１０°毎に８０°まで、方位角は水平右方向（０°）を基準として１０°毎に３６０°ま
で測定した。黒表示時の輝度は正面方向から抑角が増すにつれ漏れ光による上昇が見られ
、抑角７０°近傍で最大値をとることがわかった。また黒表示時の輝度が増すことで、コ
ントラストが悪化することもわかった。そこで、正面の黒表示時の輝度と抑角６０°の輝
度の方位角０～３６０°における最大値で、視野角のコントラスト変化と色味変化を評価
することにした。
　また、耐久性試験として、６０℃９０％で１５０時間の処理を行った後の表示ムラの観
察を行った。ムラはパネルの四隅に主に発生していた。
【０２７２】
　得られた結果を表７に示す。
【０２７３】
【表７】

【０２７４】
　表７の結果から、本発明の試料では、液晶表示の視野角特性がよく、また、パネルに現
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れるムラも少ないことが分かる。
【０２７５】
＜表示特性変動の評価＞
＜視野角コントラスト変化＞
◎：視野角コントラスト変化が極めてわずかであり良好
○：視野角コントラスト変化がわずかであり良好
△：視野角コントラスト変化がわずかながら見られる
×：視野角コントラスト変化が大きい
＜視野角色味変化＞
◎：視野角色味変化が極めてわずかであり良好
○：視野角色味変化がわずかであり良好
△：視野角色味変化がわずかながら見られる
×：視野角色味変化が大きい
＜ムラ評価＞
○：ムラが極めてわずかであり良好
△：ムラがわずかながら見られる
×：ムラが大きい
【０２７６】
　本発明より、延伸処理後のレターデーションが小さく、更に偏光板用の保護フィルムと
して用いた時の耐久性に優れる高分子フィルムを提供できることがわかった。さらに、本
発明の高分子フィルムを支持体として用いて、光学異方性層を塗設と延伸処理により設け
ることにより、液晶表示装置等のパネルの光学補償フィルムとして、視野角特性と耐久性
に優れるものを提供できることがわかった。
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摘要(译)

要解决的问题：为了提供适用于液晶显示装置等图像显示装置的聚合物
薄膜，其中光学各向异性小并且薄膜基本上是光学各向同性的，光学特
性是均匀的而没有不均匀性，并且优选地波长相关的光学各向异性分布
很小。溶剂：这种聚合物薄膜，其中宽度方向VT的速度与纵向VM的速度
之比R（VT / VM）为1.05-1.50，并且面内延迟Re和厚度 - 方向延迟Rth
满足下式（I）。公式（I）表示0≤Re（630）≤10且¾Rth（630）
¾≤25，其中Re（λ）是波长λnm的面内延迟（单位：nm），Rth（λ）是
厚度 - 波长λnm的方向延迟（单位：nm）。


